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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．当社の連結財務諸表及び中間連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

（米国会計基準）に準拠して作成しているため、本表では「経常利益」に替え、連結損益計算書上の「継続

事業税引前中間（当期）純利益」を記載している。 

３．純資産額、１株当たり純資産額、自己資本比率は、米国会計基準に基づき計算している。 

４．各年度の期末発行済普通株式数により計算している。 

５．各年度の平均発行済普通株式数により計算している。 

６．米国財務会計基準審議会基準書第144号「長期性資産の減損又は処分の会計処理」の規定に従い、第138期に

非継続となった事業に関し、第137期中、第137期及び第138期中の数値を組替えて表示している。 

回次 第137期中 第138期中 第139期中 第137期 第138期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（注）１．６． （百万円） 767,173 888,491 1,080,042 1,612,140 1,893,343 

継続事業税引前中間（当期）純利益

（注）２．６． 
（百万円） 78,894 108,078 158,584 155,779 236,491 

中間（当期）純利益 （百万円） 59,796 67,208 103,800 114,290 164,638 

純資産額（注）３． （百万円） 552,442 683,198 872,655 622,997 776,717 

総資産額 （百万円） 1,532,978 1,762,030 1,927,026 1,652,125 1,843,982 

１株当たり純資産額（注）３．４． （円） 556.56 687.54 877.02 626.98 781.57 

１株当たり中間（当期）純利益

（注）５． 
（円） 60.27 67.65 104.36 115.13 165.70 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
（円） 60.18 67.51 104.21 114.93 165.40 

自己資本比率（注）３． （％） 36.0 38.8 45.3 37.7 42.1 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 58,726 102,512 86,702 136,107 162,124 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △  19,311 △  72,062 △  33,416  △  81,792  △  99,620 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △  52,241 △  16,607 △  27,488  △  83,460 △  41,389 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 
（百万円） 85,076 84,100 117,546 69,997 92,199 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

33,913 

(6,794)

35,666 

(7,684)

35,661 

(8,220)

34,597 

(6,978)

33,863 

(7,806)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．純資産額の算定にあたり、第138期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。 

回次 第137期中 第138期中 第139期中 第137期 第138期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（注）１． （百万円） 290,966 355,793 424,136 627,319 758,529 

経常利益 （百万円） 24,544 45,546 71,929 60,662 98,149 

中間（当期）純利益 （百万円） 14,148 30,725 56,765 32,635 82,843 

資本金 （百万円） 70,120 70,120 70,120 70,120 70,120 

発行済株式総数 （千株） 998,744 998,744 998,744 998,744 998,744 

純資産額（注）２． （百万円） 490,078 529,185 621,130 511,222 576,139 

総資産額 （百万円） 831,611 920,942 1,013,291 859,957 974,858 

１株当たり純資産額 （円） 493.73 532.08 623.11 514.14 578.74 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 14.26 30.91 57.04 32.53 83.34 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 14.17 30.81 56.88 32.36 83.07 

１株当たり配当額 （円） 8.00 13.00 20.00 18.00 31.00 

自己資本比率 （％） 58.9 57.4 61.2 59.4 59.0 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

5,884 

(2,164)

6,177 

(2,327)

6,846 

(2,670)

5,979 

(2,191)

6,231 

(2,399)



２【事業の内容】 

 当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24

号）第87条に基づき、米国会計基準に準拠して作成しており、当該中間連結財務諸表をもとに、関係会社については

米国会計基準の定義に基づいて開示している。「第２ 事業の状況」及び「第３ 設備の状況」においても同様であ

る。 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、「建設・鉱山機械」、「産業機械・車両他」の２部門にわたって、

製品の研究開発、生産、販売、サービスに至る幅広い事業活動を国内並びに海外で展開している。 

 当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであ

る。 

 なお、当社グループは、事業構造の変化に伴い、当中間連結会計期間より事業の種類別セグメントを「建設・鉱山

機械」、「産業機械・車両他」の２区分に変更している。以下、「３．関係会社の状況」及び「４．従業員の状

況」、「第２ 事業の状況」の「１．業績等の概要」及び「５．研究開発活動」並びに「第３ 設備の状況」におい

ても同様である。 

（建設・鉱山機械部門） 

 特に変更はない。 

［主要な会社の異動］ 

新規連結：㈲コマツ・シー・アイ・エス 

（産業機械・車両他部門） 

 事業の種類別セグメント変更に伴い、従来のエレクトロニクス部門を産業機械・車両他部門に組込んでいる。 

［主要な会社の異動］ 

 セグメント変更に伴う増加：小松エレクトロニクス㈱ 

 （注） 産業機械・車両他部門に属していた小松フォークリフト㈱（連結子会社）は平成19年４月に建設・鉱山機

械部門及び産業機械・車両他部門に属していた小松ゼノア㈱（連結子会社）を吸収合併し、コマツユーテ

ィリティ㈱（連結子会社）に商号を変更した。 



３【関係会社の状況】 

(1）合併 

 小松フォークリフト㈱（連結子会社）は平成19年４月に小松ゼノア㈱（連結子会社）を吸収合併し、コマツユー

ティリティ㈱（連結子会社）に商号を変更した。 

 なお、コマツユーティリティ㈱は特定子会社に該当する。 

(2）新規 

 当中間連結会計期間において、新たに提出会社の連結対象となった重要な会社は、次のとおりである。 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．議決権に対する所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

名称 住所 
資本金又 
は出資金 

主要な事業の内容 
議決権に対する 
所有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）   百万ルーブル      

㈲コマツ・シー・アイ・エス 
ロシア 

モスクワ 
114 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械製品の販売等をし

ている。 

    百万ユーロ      

コマツフィナンシャルヨーロッ

パ㈱ 

ベルギー 

ビルボールド 
40 建設・鉱山機械 

(100.0) 

100.0 

当社建設機械にかかる販売金融

等をしている。 

名称 住所 
資本金又 
は出資金 

主要な事業の内容 
議決権に対する 
所有割合（％） 

関係内容 

（持分法適用関連会社）   百万米ドル      

コマツアストラファイナンス㈱ 
インドネシア 

ジャカルタ 
25 建設・鉱山機械 

(50.0) 

50.0 

当社建設機械にかかる販売金融

等をしている。 

    百万豪ドル      

コマツオーストラリアコーポレ

ートファイナンス㈱ 

オーストラリア 

ノースブリッジ 
20 建設・鉱山機械 

(50.0) 

50.0 

当社建設機械にかかる販売金融

等をしている。 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。また、臨時従業員数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載し

ている。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。また、臨時従業員数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載してい

る。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数   （人） 

建設・鉱山機械 28,338（6,343) 

産業機械・車両他 6,866（1,807) 

全社（共通） 457 (  70) 

合計 35,661（8,220） 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 6,846（2,670） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の売上高は１兆800億円（前年同期比21.6％増）、営業利益は1,629億円（前年同期比44.8％

増）、売上高営業利益率は15.1％（前年同期比2.4ポイント増）となった。また、継続事業税引前中間純利益は

1,585億円（前年同期比46.7％増）、中間純利益は1,038億円（前年同期比54.4％増）となった。 

 （米国財務会計基準審議会基準書第144号「長期性資産の減損又は処分の会計処理」の規定に従い、前連結会計

年度に非継続となった事業に関し、前年同期の数値を一部組替えて増減率を表示している。） 

 事業セグメント別の業績は、次のとおりである。なお、文中のセグメント利益は、売上高から売上原価、販売費

及び一般管理費を控除して計算している。 

① 建設・鉱山機械事業セグメント 

 建設・鉱山機械事業セグメントでは、売上高は9,277億円（前年同期比23.6％増）、セグメント利益は1,461億

円（前年同期比44.1％増）となった。 

 日本では、公共投資は引き続き低い水準で推移したが、民間設備投資の増加に加え、堅調な中古車輸出による

国内のストック調整の進展により、レンタル向けを中心に需要が拡大した。新車販売の拡大、販売価格の改善及

びレンタル・中古車事業の強化に取り組んだが、他社との競争激化及び不採算事業からの撤退などもあり、日本

の売上げは前年同期を若干下回り、1,314億円（前年同期比1.4％減）となった。 

 北米では、米国における住宅着工件数の減少傾向が一層顕著となり、住宅関連工事向けを中心に需要が減少し

た。一方、中南米では、鉱山向けを中心に需要が拡大した。このような状況のもと、北米では引き続き代理店在

庫の適正化を進めるとともに、燃料消費効率を向上させ、KOMTRAX（コムトラックス：ITを活用した機械稼働管

理システム）を標準装備したダントツ商品の販売拡大などに取り組み、競争力の強化に努めた。加えて、両地域

で鉱山向けの販売・プロダクトサポート体制の強化に注力したが、北米での需要減少の影響をうけ、米州の売上

げは前年同期を若干下回り、2,436億円（前年同期比0.6％減）となった。 

 欧州では、ドイツ、英国、フランス、イタリア、スペインの主要５カ国をはじめ、EU拡大に伴いインフラ投資

が好調な中・東欧諸国でも需要が増加した。このような状況のもと、KOMTRAXを標準装備するなど機能強化した

ダントツ商品の販売拡大に加え、生産リードタイムの短縮など生産の効率化に取り組んだ。CISでは、資源・エ

ネルギー関連および都市部におけるインフラ整備の需要が好調な中、代理店網の強化や鉱山向けの対応強化に努

めた。これらの結果、欧州・CISの売上げは前年同期を大幅に上回り、2,065億円（前年同期比52.5％増）となっ

た。 

 中国では、高水準で推移する経済成長を背景に、中国全域に亘るインフラ整備の拡大に加え、新規鉱山の開発

及び鉱山経営の効率化のための機械化の進展などにより、引き続き需要が増加した。ITを活用して得られる商談

情報や機械稼働情報をベースとした新車販売の拡大及び販売・生産の効率化に取り組んだ結果、中国の売上げは

前年同期を大幅に上回り、756億円（前年同期比61.6％増）となった。 

 東南アジアの最大市場であるインドネシアでは、土木建設・農業・林業向けの需要が引き続き伸長したことに

加え、鉱山向け需要も順調に推移した。また、インドにおけるインフラ整備や鉱山向け需要及びオーストラリア

での鉱山向け需要なども好調を維持した。アジアでの現地生産の拡大や鉱山向けの販売・プロダクトサポート体

制の強化などにより、アジア・オセアニアの売上げは前年同期を大幅に上回り、1,516億円（前年同期比40.8％

増）となった。 

 中近東の最大市場であるトルコ及び湾岸の産油国における都市開発やインフラ整備の拡大、アフリカでの好調

な資源開発をうけ、需要は引き続き増加した。代理店と一体となった積極的な販売活動とプロダクトサポート体

制の強化などにより、中近東・アフリカの売上げは前年同期を大幅に上回り、1,053億円（前年同期比49.7％

増）となった。 

 なお、建設・鉱山機械事業全体の生産規模は、前年同期比21.3％増加し、約9,433億円（販売価格ベース、連

結ベース）であった。 



② 産業機械・車両他事業セグメント 

 産業機械・車両他セグメントでは、売上高は2,168億円（前年同期比10.2％増）、セグメント利益は169億円

（前年同期比23.2％増）となった。 

 フォークリフト事業では、市場の成長が著しいアジア、中近東などにおける新車販売の拡大や販売・サービス

体制の強化とともに、国内におけるバッテリー車の積極的な販売拡大及びエネルギー効率に優れたバッテリーハ

イブリッド車の市場導入など、事業強化に努めた。 

 産業機械事業では、自動車産業を中心とする国内外の設備投資需要を的確に捉え、売上げを伸ばした。特に、

大型プレスについては、大型ACサーボプレスなどダントツ商品の販売拡大に注力するとともに、本年１月より生

産を開始した金沢工場の本格稼働により生産能力を増強し、売上げを拡大した。また、昨年資本参加した（株)

日平トヤマとは、生産・販売拠点の相互活用など協業を進めた。 

 なお、産業機械・車両他事業全体の生産規模は、前年同期比6.8％増加し、約1,602億円（販売価格ベース、連

結ベース）であった。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

① 日本 

 日本の売上高は5,968億円（前年同期比11.6％増）、セグメント利益は814億円（前年同期比36.3％増）となっ

た。建設・鉱山機械事業では、海外需要が引き続き旺盛に推移し、輸出売上げが伸長した。産業機械・車両他事

業では、産業機械事業及びフォークリフト事業を中心に引き続き売上げが拡大した。 

② 米州 

 米州の売上高は2,906億円（前年同期比2.9％増）、セグメント利益は319億円（前年同期比2.0％増）となっ

た。米国における住宅需要減少の影響があったが、世界的な資源開発の活況を受け、鉱山向けの超大型ダンプト

ラックの販売が伸長し、売上げは前年同期を上回った。 

③ 欧州・CIS 

 欧州・CISの売上高は2,272億円（前年同期比55.1％増）、セグメント利益は254億円（前年同期比108.1％増）

となった。建設・鉱山機械事業では、引き続き欧州・CIS市場の需要増を背景に売上げを拡大した他、世界的な

資源開発の活況を受け、鉱山向け超大型油圧ショベルの販売が伸長した。 

④ その他の地域 

 その他の地域の売上高は2,422億円（前年同期比47.4％増）、セグメント利益は317億円（前年同期比83.7％

増）となった。建設・鉱山機械事業では、好調な需要を背景として、中国やアジアを中心に各地域で売上げが拡

大した。 

(2）キャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、好調な業績を反映して中間純利益が増加したものの、運転資本の増加に

より、前年同期に比べて158億円減少し、867億円の収入となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、農林機器事業の売却収入があったが、国内外で積極的な生産能力の増強

及び生産性向上のための投資を行ったことにより、334億円の支出となった。(前年同期比386億円の支出減) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、274億円の支出となった。（前年同期比108億円の支出増） 

 これらの結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べて253億円増加

し、1,175億円となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、そ

の容量、構造、形式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメント

ごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１．業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に

関連付けて示している。 

３【対処すべき課題】 

 建設・鉱山機械部門は、米国における住宅需要の減少やサブプライムローン（信用力の低い個人向け住宅融資）問

題を発端とする景気の減速など懸念される要因はあるが、中国やインドを中心とする旺盛なインフラ投資やアジア、

オーストラリア、中南米、アフリカなどの資源開発に支えられ、引き続き好調に推移することが見込まれる。 

 産業機械・車両他部門においても、国内外における堅調な設備投資を背景に、引き続き需要の拡大が見込まれる。

 当社グループは、「企業価値とは、社会とすべてのステークホルダーからの信頼度の総和である」との考えによ

り、企業価値を向上させるために、 

① 業界トップレベルの収益性と財務体質を維持し、世界市場、特にグレーター・アジアでのポジションを高めるこ

と 

② 社会並びに株主の皆さまからの信頼度が反映される株式時価総額を意識した経営を続けること 

以上の二点を経営目標として定めている。 

 この経営目標を達成するために、平成19年４月に、平成22年３月期をゴールとする中期経営計画「Global 

Teamwork for 15」を策定し、以下の取組みを行っている。 

① 第一次経営構造改革より取り組んでいる「ダントツ商品の市場導入」、「グレーター・アジアでのポジション向

上」、「固定費の改善」への永続的な注力 

② 第二次経営構造改革の柱である「バリューチェーンの改革」活動と、この活動を通じた「グローバルな人材育

成」への継続的な取組み 

③ 新たな重点課題への取組み 

１．フレキシブルな生産体制の確立 

２．ユーティリティ（小型機械）事業の拡大 

３．部品事業の拡大 

４．産業機械事業の強化 

 当社グループは、コーポレート・ガバナンスを更に強化し、健全で透明性の高い経営に努めるとともに、経営効率

の向上を目指している。コンプライアンス（法令順守）を徹底するとともに、当社グループの全社員が「コマツの強

み」「コマツで働く心構え」「基本的な行動基準」などを明文化した「コマツウェイ」を共有し、業績の向上に加

え、企業体質の更なる改善及び社会的使命の達成をバランスよく実現させていく。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 



５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、建設・鉱山機械の他、産業機械・車両の事業を中心に、住宅関連、運

輸・物流などの幅広い分野において、「品質と信頼性」の追求を基本として、新技術と新商品の研究開発を積極的に

推進している。 

 その研究開発体制は、本社部門の研究本部と、開発本部を中心とした建設・鉱山機械関連の開発センタ、産機事業

本部及び関係会社の技術部門等からなっており、当中間連結会計期間のグループ全体の売上原価、販売費及び一般管

理費に計上されている研究開発費は23,938百万円である。各事業部門別の研究開発の目的、研究成果、研究開発費は

次のとおりである。 

(1）建設・鉱山機械事業セグメント 

 グローバル化に対応した効率的な建設・鉱山機械の研究開発をねらいとして、国内外に研究開発拠点を配置し、

グローバルな開発体制を敷くとともに、相互の人材交流や共同開発の拡大なども行いながら研究開発活動を推進し

ている。また、「お客さまの生産性向上」をミッションとし、中・長期的な重点テーマとして、以下の分野に取り

組んでいる。 

＜IT技術（情報技術）＞ 

 情報化技術（最新計測技術・通信技術を活用した機械の位置情報・稼働情報や機械診断情報などのリモート管理

技術等）及び制御技術・知能化技術の研究開発を進めている。これらの技術を利用した建設・鉱山機械の制御シス

テムと管理システムは急速に普及しており、建設・鉱山機械の稼働と管理の自動化、効率化が図られ生産性向上に

寄与している。 

＜環境対応技術等＞ 

 地球環境への負荷低減と資源の有効利用などの経済性とは両立し得るという理念のもと、省エネルギー化や部品

のリサイクル・リユースの推進、LCA（ライフサイクルアセスメント）による環境負荷評価などの研究開発を進め

ている。平成18年１月より実施のエンジン排ガス規制（130～560kW）対応は開発完了し、引き続き平成19年１月よ

り実施のエンジン排ガス規制（75～129kW）対応もほぼ開発完了した。また平成23年１月より実施される新エンジ

ン排ガス規制対応のため、平成18年度よりエンジンの開発に着手している。 

 また、環境対応は地球環境だけではなく人間への環境という観点から、安全対応や騒音・振動低減、オペレータ

ー居住環境改善にも取り組んでいる。 

 当中間連結会計期間の主な成果は次のとおりである。 

① 当社：油圧ショベル     （PC300-8、PC350-8、PC400-8、PC450-8） 

ブルドーザー     （D51PX-22、D51EX-22、D61PX-15E0、D61EX-15E0） 

自走式破砕機     （BR580JG-1） 

② コマツユーティリティ㈱： 

油圧ショベル     （PC27MR-3、PC30MR-3、PC35MR-3） 

③ コマツハノマーグ㈲： 

ホイール式油圧ショベル（PW160-7、PW200-7、PW220-7) 

④ コマツアメリカ㈱： 

ダンプトラック    （HD1500-7） 

バックホーローダー  （WB142-5） 

 当事業セグメントに係わる研究開発費は20,404百万円である。 

(2）産業機械・車両他事業セグメント 

 主として、大型プレスや板金鍛圧機械［コマツ産機㈱］、工作機械［コマツ工機㈱］等の産業機械事業、物流用

の産業車両事業［コマツユーティリティ㈱］、及び温度制御機器事業［小松エレクトロニクス㈱］等の分野に関す

る研究開発を行っている。 

 産業機械事業の分野では、大型プレスや板金鍛圧機械の生産性向上、フレキシブル化のニーズに対応して、機能

向上と周辺装置自動化等のための研究開発を推進し、ACサーボプレス（H2W）等を開発した。物流用の産業車両事

業の分野では、FBシリーズ１トン系カウンタバッテリ・ハイブリッド仕様車、FBシリーズ１トン系リーチバッテリ

車等を開発した。 

 温度制御機器事業の分野では、半導体製造業向けの高性能温調機器、その要素である高性能サーモモジュール熱

交換ユニット、及び光通信用のマイクロモジュール（超小型サーモモジュール）に関する研究開発等を推進した。

 当事業セグメントに係わる研究開発費は各事業部門に配分できない基盤研究費用を含め、3,534百万円である。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 平成19年４月１日に、当社は当社の100％子会社である小松ゼノア㈱の油圧機器事業を、吸収分割により当社の

エンジン・油機事業本部と統合した。これにより郡山工場が当社の主要な設備となった。 

 当該設備の状況は以下のとおりである。 

(2）国内子会社 

 小松ゼノア㈱の埼玉県川越市所在の設備について、農林機器事業の売却（「２．設備の新設、除却等の計画」

「(2）重要な設備の除却等」参照）により、当該設備の状況は、下表のとおりとなっている。なお、小松ゼノア㈱

は、平成19年４月１日に当社の連結子会社である小松フォークリフト㈱に吸収合併され、コマツユーティリティ㈱

と商号を変更している。 

 また、小松ゼノア㈱の福島県郡山市所在の設備については、「(1）提出会社」に記載のとおり、平成19年４月１

日に吸収分割により当社に承継されたため、「(2）国内子会社」から「(1）提出会社」へ記載区分が変更になって

いる。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 前連結会計年度末現在における当連結会計年度１年間の設備投資（新設及び除却）計画は、当中間連結会計期間

中の完了及び新たな計画により、当中間連結会計期間末現在において次のとおり変更されている。なお、計画数値

は、当中間連結会計期間において投資された金額を除いている。 

設備投資計画金額 

 （注）１．金額には消費税を含まない。 

２．設備投資計画の所要資金は、主として自己資金をもって充当する予定である。 

 なお、当中間連結会計期間において投資された金額は次のとおりである。 

当中間連結会計期間の設備投資金額 

 （注） 上記設備投資金額には消費税は含まず、所要資金は、主として自己資金をもって充当した。 

(2）重要な設備の除却等 

 当社の連結子会社である小松ゼノア㈱は、同社が開発・製造・販売を行うチェンソーや刈払機などの農林機器事

業を、吸収分割により同社の子会社である㈱ゼノアに承継させ、保有する㈱ゼノアの株式全部を平成19年４月２日

にスウェーデンのハスクバーナ社の日本子会社に売却した。（有形固定資産帳簿価額：1,874百万円） 

  （平成19年９月30日現在）

事業所名 
(所 在 地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳  簿  価  額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

郡山工場 

（福島県郡山市） 
建設・鉱山機械 

油圧機器生産設

備 
1,859 1,866 

895 

(377)
57 4,678 214 

  （平成19年９月30日現在）

会社名 
(所 在 地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳  簿  価  額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

コマツユーティリティ㈱ 

（埼玉県川越市） 
建設・鉱山機械 

油圧ショベル等

生産設備 
1,384 749 

181 

(106)
91 2,405 224 

事業の種類別セグメントの名称 設備投資計画金額（百万円） 主な目的 

建設・鉱山機械 81,014 増産対応、新機種対応用設備投資等 

産業機械・車両他 7,868 増産対応、生産合理化、設備更新等 

合計 88,882   

事業の種類別セグメントの名称 設備投資金額（百万円） 主な目的 

建設・鉱山機械 57,986 増産対応、新機種対応用設備投資等 

産業機械・車両他 7,132 増産対応、生産合理化、設備更新等 

合計 65,118   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 3,955,000,000 

計 3,955,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 998,744,060 998,744,060 
東京証券取引所（市場第一部） 

大阪証券取引所（市場第一部） 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式 

計 998,744,060 998,744,060 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

① 平成14年６月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（旧商法に定める転換社債の転換並びにストック・オプションとして

発行した新株予約権の権利行使による場合を除く。）するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 90  （注）１ 90  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 90,000 90,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   445  （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成15年８月１日～ 

平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格    445 

資本組入額   223 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は当社の取

締役又は使用人の地位を失っ

た後も、当社とその者との間

で締結する新株予約権の割当

に関する契約（以下、「新株

予約権割当契約」という。）

に定める条件に従い、新株予

約権を行使することができ

る。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予約

権割当契約」に定める条件に

従い、新株予約権を行使する

ことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
1 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 平成15年６月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（旧商法に定める転換社債の転換並びにストック・オプションとして

発行した新株予約権の権利行使による場合を除く。）するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 290  （注）１ 290  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 290,000 290,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   595  （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月１日～ 

平成21年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格    595 

資本組入額   298 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の取締役若しくは使用

人又は当社の子会社の代表取

締役）を失った後も、当社と

その者との間で締結する新株

予約権の割当に関する契約

（以下、「新株予約権割当契

約」という。）に定める条件

に従い、新株予約権を行使す

ることができる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予約

権割当契約」に定める条件に

従い、新株予約権を行使する

ことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
1 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 平成16年６月25日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使による場合を除く。）するときは、次の算式によ

り払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 370  （注）１ 370  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 370,000 370,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   673  （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月１日～ 

平成24年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格    673 

資本組入額   337 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の取締役若しくは使用

人又は当社の子会社の代表取

締役）を失った後も、当社と

その者との間で締結する新株

予約権の割当に関する契約

（以下、「新株予約権割当契

約」という。）に定める条件

に従い、新株予約権を行使す

ることができる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予約

権割当契約」に定める条件に

従い、新株予約権を行使する

ことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
1 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



④ 平成17年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使による場合を除く。）するときは、次の算式によ

り払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 905   （注）１ 855  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 905,000 855,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   1,126   （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月１日～ 

平成25年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格   1,126 

資本組入額   563 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の取締役若しくは使用

人又は当社の関係会社の代表

取締役）を失った後も、当社

とその者との間で締結する新

株予約権の割当に関する契約

（以下、「新株予約権割当契

約」という。）に定める条件

に従い、新株予約権を行使す

ることができる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予約

権割当契約」に定める条件に

従い、新株予約権を行使する

ことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
1 

分割（又は併合）の比率 

調整後払込価額 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 会社法に基づき当社取締役に対して報酬として発行した新株予約権は、次のとおりである。 

① 平成18年６月23日定時株主総会決議及び平成18年７月11日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．当社が当社普通株式の株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合に

は、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整する。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数は、これを切り捨てるものとする。 

３．新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）の調整 

(1) 新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。 

(2) 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行う

場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。ただし、

当社普通株式の交付と引換えに取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除

く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 267  （注）１ 230  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 267,000  （注）２ 230,000  （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  2,325  （注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月１日～ 

平成26年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格   2,325 

資本組入額  1,163 
（注）４ 同左 （注）４ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の取締役）を失った後

も、当社と新株予約権者との

間で締結する新株予約権の割

当に関する契約（以下、「新

株予約権割当契約」とい

う。）に定める条件に従い、

新株予約権を行使することが

できる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が新株予約権

割当契約に定める条件に従

い、新株予約権を行使するこ

とができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議によ

る承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － 同左 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５ 

新株予約権の取得条項に関する事項 
新株予約権の取得条項は定めな

い。 
同左 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
1 

株式分割（又は株式併合）の比率 

調整後行使価額 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前行使価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への配当を

行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価

額は適切に調整されるものとする。 

４．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

５．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と

同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記(3）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

表中に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、表中に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(8）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 



② 平成19年６月22日定時株主総会決議及び平成19年７月10日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合

には、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整する。また、

上記のほか、平成19年６月22日より後、付与株式数の調整を必要とする場合は、当社は合理的な範囲で当該

新株予約権に係る付与株式数を適切に調整することができる。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数は、これを切り捨てるものとする。 

３．新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「権利行使価額」と

いう。）の調整 

(1）新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により権利行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。 

(2）新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行う

場合は、次の算式により権利行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。ただ

し、当社普通株式の交付と引換えに取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を

除く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 239  （注）１ 239  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 239,000  （注）２ 239,000  （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  3,661  （注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成20年９月３日～ 

平成27年８月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格   3,661 

資本組入額  1,831 
（注）４ 同左 （注）４ 

新株予約権の行使の条件 

「新株予約権者」は、当社の取締

役、監査役若しくは使用人、又は

当社の関係会社の取締役、監査役

若しくは使用人のいずれの地位も

喪失した場合、その喪失日より３

年間に限り新株予約権の権利行使

を可能とし、その他の新株予約権

の行使の条件等については、当社

と新株予約権者との間で締結する

新株予約権の割当に関する契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議によ

る承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５ 

新株予約権の取得条項に関する事項 
新株予約権の取得条項は定めな

い。 
同左 

調整後権利行使価額＝ 調整前権利行使価額×
1 

株式分割（又は株式併合）の比率 

調整後権利行使価額

     
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

＝ 調整前権利行使価額×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への株式無償割当て、他の会社の株式の普通株主への配

当を行う場合、その他これらの場合に準じ、権利行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲

で、権利行使価額は適切に調整されるものとする。 

４．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

５．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して、以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発

生の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それ

ぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会

社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と

同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記(3）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

表中に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、表中に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(8）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 



 会社法に基づき当社使用人等に対して無償で発行した新株予約権は、次のとおりである。 

① 平成18年６月23日定時株主総会決議及び平成18年７月11日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．当社が当社普通株式の株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合に

は、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整する。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数は、これを切り捨てるものとする。 

３．新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）の調整 

(1) 新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。 

(2) 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行う

場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。ただし、

当社普通株式の交付と引換えに取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除

く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 482  （注）１ 457  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 482,000  （注）２ 457,000  （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  2,325  （注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月１日～ 

平成26年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格   2,325 

資本組入額  1,163 
（注）４ 同左 （注）４ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の使用人又は当社子会

社の代表取締役）を失った後

も、当社と新株予約権者との

間で締結する新株予約権の割

当に関する契約（以下、「新

株予約権割当契約」とい

う。）に定める条件に従い、

新株予約権を行使することが

できる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が新株予約権

割当契約に定める条件に従

い、新株予約権を行使するこ

とができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議によ

る承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５ 

新株予約権の取得条項に関する事項 
新株予約権の取得条項は定めな

い。 
同左 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
1 

株式分割（又は株式併合）の比率 

調整後行使価額 

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前行使価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への配当を

行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価

額は適切に調整されるものとする。 

４．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

５．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と

同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記(3）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

表中に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、表中に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(8）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 



② 平成19年６月22日定時株主総会決議及び平成19年７月10日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合

には、当該新株予約権に係る付与株式数は、株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整する。また、

上記のほか、平成19年６月22日より後、付与株式数の調整を必要とする場合は、当社は合理的な範囲で当該

新株予約権に係る付与株式数を適切に調整することができる。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数は、これを切り捨てるものとする。 

３．新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「権利行使価額」と

いう。）の調整 

(1) 新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により権利行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。 

(2) 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行う

場合は、次の算式により権利行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、切り上げる。ただ

し、当社普通株式の交付と引換えに取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を

除く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 323  （注）１ 323  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 323,000  （注）２ 323,000  （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  3,661  （注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成20年９月１日～ 

平成27年８月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格   3,661 

資本組入額  1,831 
（注）４ 同左 （注）４ 

新株予約権の行使の条件 

「新株予約権者」は、当社の取締

役、監査役若しくは使用人、又は

当社の関係会社の取締役、監査役

若しくは使用人のいずれの地位も

喪失した場合、その喪失日より３

年間に限り新株予約権の権利行使

を可能とし、その他の新株予約権

の行使の条件等については、当社

と新株予約権者との間で締結する

新株予約権の割当に関する契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議によ

る承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５ 

新株予約権の取得条項に関する事項 
新株予約権の取得条項は定めな

い。 
同左 

調整後権利行使価額＝ 調整前権利行使価額×
1 

株式分割（又は株式併合）の比率 

調整後権利行使価額

     
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

＝ 調整前権利行使価額×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）新株予約権の割当日後に他の種類株式の普通株主への株式無償割当て、他の会社の株式の普通株主への配

当を行う場合、その他これらの場合に準じ、権利行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲

で、権利行使価額は適切に調整されるものとする。 

４．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

５．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して、以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発

生の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それ

ぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会

社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と

同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記(3）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 

表中に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、表中に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(8）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はない。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位を切り捨てて記載している。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）及び資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｂ口）の所有株式数は、全数が信託業務に係る株式であ

る。 

３．ナッツクムコは、当社ＡＤＲ（米国預託証券）の受託機関であるシティバンク、エヌ・エイの株式名義人で

ある。 

４．太陽生命保険株式会社及びその共同保有者であるＴ＆Ｄアセットマネジメント株式会社は、平成17年６月13

日付で、当社株式の大量保有報告書の変更報告書No.２を提出しているが、平成19年９月30日現在の実質保

有状況等の確認ができないので、上記大株主の状況は、株主名簿上の保有株式数に基づき記載している。 

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。 

（太陽生命保険株式会社の住所並びにＴ＆Ｄアセットマネジメント株式会社の名称及び住所は、平成18年９

月13日付で提出された当社株式の大量保有報告書の変更報告書No.３によって変更されている。） 

・氏名又は名称、住所及び保有株式数（平成17年５月31日現在） 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残高 
（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 998,744,060 － 70,120 － 140,140 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 69,749 6.98 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 67,159 6.72 

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸一丁目２番３号 54,364 5.44 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 31,783 3.18 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 17,835 1.78 

ステートストリートバンクアンドトラス

トカンパニー 505103 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351,BOSTON,MASSACHUSETTS 02101,U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
17,039 1.70 

ナッツクムコ 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室） 

C/O CITIBANK NEW YORK 

111 WALL STREET NEW YORK,NY,U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

14,491 1.45 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 13,962 1.39 

ステートストリートバンクアンドトラス

トカンパニー 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351,BOSTON,MASSACHUSETTS 02101,U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
13,842 1.38 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

（信託Ｂ口） 
東京都中央区晴海一丁目８番12号 12,552 1.25 

計 － 312,780 31.31 

氏名又は名称 住所 保有株式数（株） 
発行済株式総数に対
する割合（％） 

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸一丁目２番３号 56,864,718 5.69 

Ｔ＆Ｄアセットマネジメント株式会

社 
東京都港区海岸一丁目２番３号 586,000 0.06 

計 － 57,450,718 5.75 



５．バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社及び共同保有者６名が連名により、平成19年

10月１日付で、当社株式の大量保有報告書の変更報告書No.２を提出しているが、平成19年９月30日現在の

実質保有状況等の確認ができないので、上記大株主の状況は、株主名簿上の保有株式数に基づき記載してい

る。 

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。 

・氏名又は名称、住所及び保有株式数（平成19年９月24日現在） 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．議決権の行使が可能な「総株主の議決権」の数は9,933,405個である。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が57,800株（議決権の数

578個）及び香川小松重機株式会社（同社は平成13年３月１日付で清算結了した子会社）名義となっている

が同社が実質的に保有していない株式が700株（議決権の数７個）含まれている。 

氏名又は名称 住所 保有株式数（株） 
発行済株式総数に対
する割合（％） 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ信託銀行株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 2,201,300 0.22 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ証券投信投資顧問株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 11,303,900 1.13 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ、エヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州 サンフランシスコ市 フリ

ーモント・ストリート45 
13,807,650 1.38 

バークレイズ・グローバル・ファン

ド・アドバイザーズ 

米国 カリフォルニア州 サンフランシスコ市 フリ

ーモント・ストリート45 
6,899,900 0.69 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ・リミテッド 
英国 ロンドン市 ロイヤル・ミント・コート１ 7,805,218 0.78 

バークレイズ・バンク・ピーエルシ

ー 
英国 ロンドン市 チャーチル・プレイス１ 1,757,100 0.18 

バークレイズ・キャピタル証券株式

会社 
東京都千代田区大手町二丁目２番２号 1,000,000 0.10 

計 － 44,775,068 4.48 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    3,165,300 
－ 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

（相互保有株式） 

普通株式    1,127,000 
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式   993,399,000 9,933,990 同上 

単元未満株式 普通株式    1,052,760 － 同上 

発行済株式総数 998,744,060 － － 

総株主の議決権 － 9,933,990 － 



②【自己株式等】 

 （注）１．「他人名義」欄に記載している株式の名義人は、小松ディーラー持株会（東京都港区赤坂二丁目３番６号）

である。 

２．「他人名義」欄に記載している株式の名義人は、小松製作所協力企業持株会（東京都港区赤坂二丁目３番６

号）である。 

３．「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を切り捨てて記載しているため、各株主の

割合を合計したものと「計」で表示している割合とは一致しない。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有

株式数（株） 

他人名義所有

株式数（株） 

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％） 

株式会社小松製作所 東京都港区赤坂二丁目３番６号 3,165,300 － 3,165,300 0.31 

コマツ道東株式会社 
北海道帯広市西二十四条北一丁目

３番４号 
300,000 － 300,000 0.03 

コマツ栃木株式会社（注）１ 
栃木県宇都宮市平出工業団地38番

地12 
20,000 263,300 283,300 0.02 

コマツ山形株式会社（注）１ 
山形県山形市蔵王成沢字町浦192番

地 
148,400 74,200 222,600 0.02 

東和株式会社（注）２ 
石川県能美市吉原釜屋町ワ48番地

８ 
53,000 10,500 63,500 0.00 

コマツ秋田株式会社（注）１ 秋田県秋田市川尻大川町９番48号 － 60,500 60,500 0.00 

栃木シヤーリング株式会社 

（注）２ 
栃木県真岡市松山町２番地２ 19,400 36,400 55,800 0.00 

コマツ淡路株式会社（注）１ 兵庫県洲本市桑間一丁目１番７号 － 53,700 53,700 0.00 

コマツ愛媛株式会社（注）１ 愛媛県松山市高岡町151番地 31,600 1,000 32,600 0.00 

福岡小松フォークリフト株式会

社 

福岡県福岡市東区馬出三丁目３番

１号 
27,500 － 27,500 0.00 

コマツ茨城株式会社（注）１ 茨城県水戸市千波町1946番地の１ － 8,200 8,200 0.00 

浜松小松フォークリフト株式会

社 

静岡県浜松市西区桜台一丁目６番

15号 
6,000 － 6,000 0.00 

コマツ山陰株式会社（注）１ 島根県松江市東津田町1876番地 － 4,600 4,600 0.00 

静岡小松フォークリフト株式会

社 

静岡県静岡市駿河区北丸子一丁目

31番４号 
3,800 － 3,800 0.00 

大分小松フォークリフト株式会

社 
大分県大分市豊海四丁目２番12号 3,000 － 3,000 0.00 

コマツ宮崎株式会社（注）１ 
宮崎県宮崎市佐土原町下那珂2957

番地12 
－ 1,600 1,600 0.00 

山形小松フォークリフト株式会

社 

山形県山形市流通センター一丁目

２番地の１ 
300 － 300 0.00 

計 － 3,778,300 514,000 4,292,300 0.42 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,915 3,230 3,680 3,990 3,870 3,870 

最低（円） 2,410 2,870 3,210 3,530 2,870 3,200 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）第87条の規定により、米国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準（米国会計基準）による用語、様式及び作成方法に準拠して作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

   なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表

について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

株式会社小松製作所及び連結子会社 

 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成18年度中間期末 

（平成18年９月30日） 
平成19年度中間期末 
（平成19年９月30日） 

平成18年度 
（平成19年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

流動資産     

現金及び現金同等物 ※１,４ 84,100 117,546 92,199 

定期預金   182 201 54 

受取手形及び売掛金 
－貸倒引当金（平成18年度中間
期末12,375百万円、平成19年
度中間期末10,925百万円、平
成18年度11,808百万円）控除
後 

※１,４ 432,452 471,421 478,063 

たな卸資産 ※１ 419,980 484,780 437,894 

売却予定資産 ※１ － － 16,321 

繰延税金及びその他の流動資産 ※１,３,10,11 117,041 114,702 119,214 

流動資産合計   1,053,755 59.8 1,188,650 61.7 1,143,745 62.0

長期売上債権   61,788 3.5 82,355 4.3 73,669 4.0

投資     

関連会社に対する投資及び貸付金 ※１ 21,982 36,439 36,688 

投資有価証券 ※１,３,11 91,154 110,106 108,173 

その他   9,657 11,742 10,285 

投資合計   122,793 7.0 158,287 8.2 155,146 8.4

有形固定資産 
－減価償却累計額（平成18年度中
間期末599,777百万円、平成19
年度中間期末548,516百万円、
平成18年度537,924百万円）控
除後 

※１,４,７ 427,369 24.3 417,663 21.7 388,393 21.1

営業権 ※１ 22,012 1.2 20,311 1.0 20,594 1.1

その他の無形固定資産 ※１ 25,829 1.5 26,666 1.4 25,243 1.4

繰延税金及びその他の資産 ※１,10,11 48,484 2.7 33,094 1.7 37,192 2.0

資産合計   1,762,030 100.0 1,927,026 100.0 1,843,982 100.0 



 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成18年度中間期末 

（平成18年９月30日） 
平成19年度中間期末 

（平成19年９月30日） 
平成18年度 

（平成19年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

流動負債     

短期債務 ※４ 108,465 107,341 102,248 

長期債務 
－１年以内期限到来分 

※４,７ 101,180 56,306 72,486 

支払手形及び買掛金   348,154 362,914 365,065 

未払法人税等   33,270 34,800 54,933 

売却予定負債 ※１ － － 7,919 

繰延税金及びその他の流動負債 ※１,10,11 177,131 196,297 182,529 

流動負債合計   768,200 43.6 757,658 39.3 785,180 42.6

固定負債     

長期債務 ※４,７ 167,172 187,357 174,340 

退職給付債務 ※１ 46,974 27,315 37,783 

繰延税金及びその他の負債 ※１,10,11 51,956 55,022 50,188 

固定負債合計   266,102 15.1 269,694 14.0 262,311 14.2

少数株主持分   44,530 2.5 27,019 1.4 19,774 1.1

契約残高及び偶発債務 ※９ － － － 

      

（資本の部） ※１   

資本金 
－普通株式 
授権株式数 
平成18年度中間期末： 

3,955,000,000株 
平成19年度中間期末： 

3,955,000,000株 
平成18年度： 

3,955,000,000株 
発行済株式数 
平成18年度中間期末： 

998,744,060株 
平成19年度中間期末： 

998,744,060株 
平成18年度： 

998,744,060株   67,870 67,870 67,870 
自己株式控除後発行済株式数 
平成18年度中間期末： 

993,681,169株 
平成19年度中間期末： 

995,028,359株 
平成18年度： 

993,786,759株 

             

資本剰余金   136,414 137,508 137,155 

利益剰余金     

利益準備金   23,935 24,195 24,267 

その他の剰余金   433,275 603,423 517,450 

その他の包括利益（△損失）累計額 ※１,３,６,10 25,276 42,374 33,501 

自己株式 
－取得価額 

平成18年度中間期末： 
5,062,891株 

平成19年度中間期末： 
3,715,701株   △  3,572 △  2,715 △  3,526 

平成18年度： 
4,957,301株              

資本合計   683,198 38.8 872,655 45.3 776,717 42.1

負債及び資本合計   1,762,030 100.0 1,927,026 100.0 1,843,982 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

株式会社小松製作所及び連結子会社 

 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成18年度中間期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

平成19年度中間期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

平成18年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

売上高 ※１ 888,491 100.0 1,080,042 100.0 1,893,343 100.0

売上原価 ※７ 637,215 71.7 767,689 71.1 1,356,511 71.6

販売費及び一般管理費 ※１,５,７ 137,994 15.5 150,607 13.9 287,086 15.2

その他の営業収益（△費用）   △  736 △ 0.1 1,226 0.1 △ 5,005 △ 0.3

営業利益   112,546 12.7 162,972 15.1 244,741 12.9

その他の収益（△費用）   △ 4,468 △ 4,388 △ 8,250 

受取利息及び配当金   4,057 0.5 5,126 0.5 8,532 0.5

支払利息   △ 7,250 △ 0.8 △ 8,383 △ 0.8 △ 15,485 △ 0.8

その他（純額）   △ 1,275 △ 0.1 △ 1,131 △ 0.1 △ 1,297 △ 0.1

継続事業税引前 
中間（当期）純利益 

  108,078 12.2 158,584 14.7 236,491 12.5

法人税等 ※１   

当期分   36,059 43,348 76,102 

繰延分   6,693 14,997 3,643 

合計   42,752 4.8 58,345 5.4 79,745 4.2

少数株主損益及び持分法投資損益 
調整前継続事業中間（当期）純利益 

  65,326 7.4 100,239 9.3 156,746 8.3

少数株主損益   △ 3,136 △ 0.4 △ 4,727 △ 0.4 △ 6,580 △ 0.4

持分法投資損益   1,307 0.1 3,310 0.3 3,098 0.2

継続事業中間（当期）純利益   63,497 7.1 98,822 9.1 153,264 8.1

非継続事業中間（当期）純利益 ※１ 3,711 0.4 4,978 0.5 11,374 0.6

中間（当期）純利益   67,208 7.6 103,800 9.6 164,638 8.7

１株当たり中間（当期）純利益 ※１,８   

継続事業中間（当期）純利益         

基本的   63.91円 99.36円 154.25円 

希薄化後   63.79円 99.21円 153.97円 

非継続事業中間（当期）純利益         

基本的   3.74円 5.00円 11.45円 

希薄化後   3.73円 5.00円 11.43円 

中間（当期）純利益         

基本的   67.65円 104.36円 165.70円 

希薄化後   67.51円 104.21円 165.40円 

１株当たり中間（当期）配当金 ※１ 10.00円 18.00円 23.00円 



③【中間連結資本及び剰余金計算書】 

株式会社小松製作所及び連結子会社 

 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成18年度中間期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

平成19年度中間期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

平成18年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

資本金（普通株式）   

期首残高   67,870 67,870 67,870

期末残高   67,870 67,870 67,870

資本剰余金   

期首残高   136,137 137,155 136,137

自己株式の売却   36 238 394

新株予約権の付与及び行使 ※１,５ 265 115 663

株式発行費   △  24 － △  39

期末残高   136,414 137,508 137,155

利益剰余金   

利益準備金   

期首残高   23,416 24,267 23,416

その他の剰余金からの振替   519 △  72 851

期末残高   23,935 24,195 24,267

その他の剰余金   

期首残高   376,522 517,450 376,522

中間（当期）純利益   67,208 103,800 164,638

現金配当   △ 9,936 △ 17,899 △ 22,859

利益準備金への振替   △  519 72 △  851

期末残高   433,275 603,423 517,450

その他の包括利益（△損失）累計額   

期首残高   23,095 33,501 23,095

その他の包括利益中間（当期） 
発生額（税控除後） 

※６ 2,181 8,873 20,263

財務基準書第158号による調整 
（税控除後） 

  － － △ 9,857

期末残高   25,276 42,374 33,501

自己株式   

期首残高   △ 4,043 △ 3,526 △ 4,043

自己株式の購入等   △  432 △  118 △  632

自己株式の売却等   903 929 1,149

期末残高   △ 3,572 △ 2,715 △ 3,526

資本合計   683,198 872,655 776,717

包括利益の注記   

中間（当期）純利益   67,208 103,800 164,638

その他の包括利益中間（当期） 
発生額（税控除後） 

※６ 2,181 8,873 20,263

中間（当期）包括利益   69,389 112,673 184,901



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

株式会社小松製作所及び連結子会社 

 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成18年度中間期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

平成19年度中間期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

平成18年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

中間（当期）純利益   67,208 103,800   164,638

中間（当期）純利益を営業活動による現金
及び現金同等物の増加（純額）に調整する
ための修正 

    

減価償却費等   38,759 36,018 72,709 

法人税等繰延分   6,547 18,361 4,334 

有価証券及び投資有価証券売却損益   676 △ 8,190 △ 19,101 

有形固定資産売却損益   64 △  418 △   13 

固定資産廃却損   885 1,051 2,121 

長期性資産の減損   2 59 81 

未払退職金及び退職給付債務の増減   1,074 △ 9,886 1,078 

資産及び負債の増減     

受取手形及び売掛金の増減   △ 17,936 2,243 △ 93,141 

たな卸資産の増減   △ 45,207 △ 37,292 △ 73,448 

支払手形及び買掛金の増減   39,782 △ 10,165 70,693 

未払法人税等の増減   △ 3,977 △ 20,518 19,680 

その他（純額）   14,635 35,304 11,639 △ 17,098 12,493 △ 2,514

営業活動による現金及び現金同等物の増加
（純額） 

  102,512 86,702   162,124

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の購入   △ 63,945 △ 52,719   △122,860

有形固定資産の売却   5,188 5,703   17,626

売却可能投資有価証券の売却   249 168   1,844

売却可能投資有価証券等の購入   △ 2,538 △ 4,274   △ 6,737

子会社株式の売却（現金流出額との純額）   － 16,372   35,368

子会社及び持分法適用会社株式の取得 
（現金取得額との純額） 

  △ 11,321 2,576   △ 24,621

貸付金の回収   3,058 4,565   5,736

貸付金の貸付   △ 2,625 △ 4,720   △ 5,974

定期預金の増減   △  128 △ 1,087   △   2

投資活動による現金及び現金同等物の減少
（純額） 

  △ 72,062 △ 33,416   △ 99,620

財務活動によるキャッシュ・フロー               

長期債務による調達     7,446   30,514   44,781 

長期債務の支払     △ 22,312   △ 41,832   △ 74,943 

短期債務の増減（純額）     13,476   4,823   22,526 

キャピタルリース債務の減少     △ 5,752   △ 5,383   △ 11,411 

自己株式の売却及び取得（純額）     471   811   517 

配当金支払     △ 9,936   △ 17,899   △ 22,859 

その他（純額）     －   1,478   － 

財務活動による現金及び現金同等物の減少
（純額） 

    △ 16,607   △ 27,488   △ 41,389 

為替相場変動による現金及び現金同等物への
影響額 

    260   △  451   1,087 

現金及び現金同等物純増減額     14,103   25,347   22,202 

現金及び現金同等物期首残高     69,997   92,199   69,997 

現金及び現金同等物中間期末（期末）残高     84,100   117,546   92,199 

      



中間連結財務諸表に関する注記 

１．中間連結財務諸表の作成基準及び重要な会計方針 

中間連結財務諸表の作成基準 

① 当社の中間連結財務諸表は、中間連結財務諸表規則第87条の規定により、米国会計基準に準拠して作成して

いる。また、当期に組替えが行われた場合、当期の表示に合わせて過年度の表示を組替えている。 

② 当中間連結財務諸表上では、連結会社の会計帳簿には記帳されていないいくつかの修正が加えられている。

それらは主として注記15．「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法について－④会計処理基準につい

て」で述べられている日米会計基準の相違によるものである。 

中間連結財務諸表の作成状況及び米国証券取引委員会における登録状況 

当社は昭和39年の欧州における外貨建転換社債の発行を契機として、昭和38年より米国会計基準での連結財務

諸表を作成している。また、当社は昭和45年の新株式発行に伴い、米国株主に対する割当てのために普通株式を

米国証券取引委員会に登録した。以来、外国発行会社として、米国1934年証券取引法に基づいて、米国会計基準

に基づいて作成された連結財務諸表を含む年次報告書を米国証券取引委員会に届け出、登録することが義務付け

られている。 

なお、昭和50年より中間決算を実施したことに伴い、以来、米国会計基準での中間連結財務諸表を作成してい

る。 

重要な会計方針 

① 連結及び投資 

当中間連結財務諸表は一部の重要性のない子会社を除き、当社及び当社が持分の過半数を所有する国内外の

すべての子会社の財務諸表を含んでいる。米国財務会計基準審議会解釈指針第46号（平成15年12月に改訂。解

釈指針第46号改）「変動持分事業体の連結」に従って当社が便益の主たる受益者に該当すると判断したため連

結しなければならない変動持分事業体の諸勘定は連結財務諸表に反映される。 

当社及び連結子会社が、20％から50％を所有し営業及び財務の方針に関して重要な影響を与えることのでき

る関連会社に対する投資は、持分法によって評価している。 

② 在外子会社の財務諸表項目の換算 

在外子会社の財務諸表項目の換算は、米国財務会計基準審議会基準書（以下「財務基準書」という）第52号

「外貨換算」に準拠して行っており、資産及び負債は期末時の為替レートで、収益及び費用は各年度の平均為

替レートで換算している。その結果生じた外貨換算差額は、資本の部にその他の包括利益（△損失）累計額と

して表示している。すべての外貨為替差損益は、発生した期間のその他の収益（△費用）に含まれている。 

③ 貸倒引当金 

当社及び連結子会社は、売上債権に対する貸倒見積額を貸倒引当金として計上している。貸倒見積額は、一

般債権については過去の貸倒実績率、回収懸念債権等特定の債権については顧客ごとの信用状況及び期日未回

収債権の状況調査に基づいて決定している。なお、破産申請や業績悪化等により顧客の支払能力に疑義が生じ

たときは、個別に追加的な引当金を計上している。また、貸倒見積額は顧客の状況に応じて修正している。 

④ たな卸資産 

たな卸資産の評価方法は低価法を採用している。 

 たな卸資産の取得原価は、製品及び仕掛品は個別法、原材料及び貯蔵品は総平均法で算定している。また、

補給部品の取得原価については主として先入先出法により算定しているが、一部で後入先出法を使用してい

る。 



⑤ 投資有価証券 

財務基準書第115号「特定の債券及び株式への投資の会計処理」に従い、平成18年度中間期、平成19年度中

間期及び平成18年度において、負債証券及び市場性ある持分証券は、売却可能投資有価証券として分類され、

公正価額で評価されている。公正価額の変動は、連結貸借対照表のその他の包括利益（△損失）累計額の一部

を構成している。投資有価証券の公正価額の減価が一時的か否かの判断と、市場価格の下落の期間とその程度

について、被投資会社の財政状態及び将来の業績予想等の観点から定期的に評価を行っている。公正価額が６

ヵ月以上にわたって原価を下回っている場合は一時的でないと判断し、原価額を公正価額まで切り下げてい

る。 

原価で評価されている投資有価証券の減価が一時的か否かの判断において、当社は各被投資会社の財政状態

及び将来の業績予想等を考慮している。認識すべき減価額は、帳簿価額が見積り公正価額を上回る金額であ

り、見積り公正価額は割引キャッシュ・フローまたはその他の適切な評価方法により算定されている。 

⑥ 有形固定資産及び減価償却の方法 

有形固定資産は取得価額（減価償却累計額控除後）で表示されており、減価償却費は見積耐用年数に基づ

き、主として、定率法によって計算されている。 

当社及び連結子会社の保有する固定資産の平均耐用年数は建物が約26年、機械装置他が約８年となってい

る。 

当社及び連結子会社は、財務基準書第13号「リースの会計処理」を適用し、特定の機械装置他をキャピタル

リースとして資産計上している。 

通常の修繕費用は発生時に費用計上し、規模の大きな更新や改善については資産計上している。固定資産が

廃棄あるいは処分された時には、当該取得価額と減価償却累計額は連結貸借対照表より除外し、両者の差額を

連結損益計算書のその他の営業収益（△費用）に計上している。 

⑦ 営業権及びその他の無形固定資産 

当社及び連結子会社は、財務基準書第141号「企業結合」及び財務基準書第142号「営業権及びその他の無形

固定資産」を適用している。財務基準書第141号は、企業結合についてパーチェス法で会計処理すること、ま

た、企業結合における無形固定資産の定義を明確化することを求めている。財務基準書第142号は、営業権の

償却を中止し、各年度での減損テストの実施を要求している。さらに、財務基準書第142号は耐用年数が明確

に見積り可能な無形固定資産について、見積耐用年数で償却し、財務基準書第144号「長期性資産の減損又は

処分の会計処理」に従い減損テストをすることを求めている。資産の帳簿価額が割引前見積りキャッシュ・フ

ローを超える場合、減損損失が認識される。減損損失の額は、割引キャッシュ・フロー計算により算出した資

産の公正価値と帳簿価額との差額として計算される。耐用年数が明らかではない無形固定資産については耐用

年数が明らかになるまでの期間は償却せず、無形固定資産の公正価値に基づき各年度での減損テストを実施す

ることが求められている。 

⑧ 研究開発費及び広告宣伝費 

研究開発及び広告宣伝に係る支出は、発生時に費用として計上している。 

⑨ 運送費及び荷造費 

運送費及び荷造費は、主として販売費及び一般管理費に計上している。 



⑩ 収益の認識 

当社及び連結子会社は、(1）取引を裏付ける説得力のある証拠が存在し、(2）顧客やディーラに対する製品

の引渡しあるいは役務の提供が実行され、(3）販売価格が確定または確定可能であり、(4）代金の回収可能性

が合理的に確保された場合に収益を認識している。 

建設・鉱山機械、産業機械及び車両の販売による収益は、製品の所有権及び所有に関わるリスクがすべて外

部の顧客やディーラに移転した時点で認識している。これは顧客やディーラの検収または据付工事の完了の時

点となる。検収条件は顧客やディーラとの契約や協定によって決定される。製品、据付、メンテナンスなどの

組み合わせによる多様な取引契約については、米国発生問題専門委員会基準書第00-21号「複数の物品・サー

ビス等を提供する取引における収益の認識」に規定されている別個の会計単位の要件を満たす場合、会計単位

ごとにその公正価値に基づき収益を計上している。当社及び連結子会社は、主に大型プレス等の大型産業機械

の販売に関連して、輸送または据付指導の役務提供契約を顧客と別途締結する場合があるが、これらの役務収

益については、製品の販売とは別に契約条件に基づき役務の提供が完了した時点で認識している。 

修理保守や輸送サービスによる収益は、役務の提供が完了した時点で認識している。当社及び連結子会社は

長期にわたる固定価格でのメンテナンス契約を顧客と締結している場合があるが、この役務収益は契約期間に

わたって認識している。 

当社の一部の連結子会社は、建設機械を顧客にレンタルしているが、この賃貸収益は定額法により賃貸期間

にわたって認識している。 

なお、収益は売上値引き控除後で計上している。 

⑪ 法人税等 

財務基準書第109号「法人所得税の会計処理」に従い、資産負債法により法人税等を計算している。繰延税

金資産及び負債は、財務諸表上の資産及び負債の計上額とそれらに対応する税務上の金額との差異、並びに税

務上の繰越欠損金及び繰越税額控除に係る将来の税効果額に基づいて認識されている。当該繰延税金資産及び

負債は、それらの一時差異及び繰延が解消あるいは実現すると見込まれる年度の課税所得に対して適用される

と見込まれる法定税率を使用して算出されている。税率変更による繰延税金資産及び負債への影響は、その税

率変更に関する法律の制定日を含む年度の期間損益として認識されることになる。税法または税率の変更によ

り、その他の包括利益（△損失）累計額に蓄積されている残存税率差については、個別に取崩しを行ってい

る。 

⑫ 退職後給付 

退職年金制度については、重要でない一部の子会社を除いて財務基準書第87号「事業主の年金会計」及び財

務基準書第158号「給付建年金及び他の退職後給付制度に関する雇用主の会計処理－財務基準書第87号、第88

号、第106号及び第132号改の改訂」を適用している。また、退職金制度を有する一部の国内子会社では、確定

給付債務（従業員の期末自己都合要支給額）を退職給付債務として計上している。 

年金数理計算上の純損益の償却は、当社及び連結子会社の当期年金費用を構成している。期首時点において

純損失が予測給付債務及び年金資産の公正価値のうち、大きい方の10％を超える場合は、償却として費用計上

している。その場合、従業員の平均残存勤務年数で均等償却している。年金資産の期待収益率は、過去の年金

資産の長期収益率をもとに決定している。年金計算で用いられている割引率は、現在入手可能で、かつ給付期

間にわたって入手可能と予想される格付けの高い確定利付債の市場金利に基づいて決定している。 

⑬ ストック・オプション制度 

当社は、財務基準書第123号（平成16年12月に改訂。財務基準書第123号改）「株式に基づく報酬の会計処

理」に従い、報酬コストを公正価値基準法により認識している。報酬コストは、ストック・オプションの権利

付与日における公正価値として算定され、権利確定日までの期間にわたって費用計上されている。 

⑭ １株当たりの情報 

基本的１株当たり中間（当期）純利益は中間（当期）純利益を各期間の自己株式控除後の平均発行済普通株

式数で除して算出している。希薄化後１株当たり中間（当期）純利益は予想される希薄化がある場合には、そ

れを反映して算出している。すなわち、すべての希薄化効果のあるストック・オプションは行使されたものと

し、平均市場価格で払込金により購入できるとみなされる自己株式数を控除したものを使用している。 

中間連結損益計算書に表示した１株当たり中間配当金は承認され、各会計期間に支払われた額をもとに算定

している。 



⑮ 連結キャッシュ・フロー計算書 

連結キャッシュ・フロー計算書の作成にあたり、現金及び現金同等物は取得日から満期日までの期間が３カ

月以内の流動性の高い短期金融資産を含んでいる。 

⑯ 金融派生商品 

当社及び連結子会社は、金利の変動や為替の変動リスクをヘッジするために、さまざまな金融派生商品を利

用している。当社は、金融派生商品について改訂後の財務基準書第133号「金融派生商品及びヘッジ活動に関

する会計処理」に従って処理している。当該基準書は、他の金融商品に組み込まれている金融派生商品を含む

すべての金融派生商品を公正価額で資産または負債として、貸借対照表に計上することを要求している。当該

基準書のもとでヘッジとして認められない金融派生商品の公正価額の変動及びヘッジの非有効部分については

当期の損益に計上される。公正価値ヘッジとして有効な金融派生商品の公正価額の変動は、ヘッジ対象の公正

価額の変動と共に発生した期の損益に計上される。公正価額の変動のうちキャッシュ・フローヘッジとして有

効な部分については、その他の包括利益（△損失）累計額に計上され、ヘッジ対象が損益として認識されたと

きに損益に計上される。 

⑰ 長期性資産の減損及び処分予定の長期性資産に関する会計 

当社は財務基準書第144号に従い、使用目的で保有している長期性資産及び特定の無形資産につき、資産の

帳簿価額相当が回収できないという事象や状況の変化が生じた場合には、その資産から生じるキャッシュ・フ

ローに基づき、減損に関する検討を実施している。使用目的で保有している資産の減損は、当該資産の使用及

びその後の処分から生じると予測される割引前見積りキャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回った場合に

認識される。減損損失は、その資産の帳簿価額がその公正価額を上回った額として測定される。また、処分予

定の長期性資産及び特定の無形固定資産について、帳簿価額もしくは売却に要する費用を控除した公正価額の

うちどちらか低い価額で評価している。 

⑱ 見積りの使用 

当社は米国会計基準に従って、種々の仮定と見積りを行っている。それらの仮定と見積りは、中間連結財務

諸表上の資産・負債・収益・費用の計上金額に影響を及ぼしている。実際の結果がこれらの見積りと異なるこ

ともあり得る。当社は仮定と見積りについて、６分野において財務諸表に特に重要な影響を及ぼすと認識して

いる。それらは、貸倒引当金の設定、長期性資産及び営業権の減損、退職給付債務及び費用、金融商品の公正

価額、繰延税金資産の認識、売上債権の証券化である。 

⑲ 非継続事業 

財務基準書第144号に従い、平成18年度に非継続となった事業に関する損益は、税引後の金額を連結損益計

算書に非継続事業中間（当期）純利益として表示している。平成19年３月31日現在、売却予定であった事業に

係る資産及び負債は、前連結会計年度末の連結貸借対照表上、それぞれ売却予定資産及び売却予定負債として

表示している。連結キャッシュ・フロー計算書上は、非継続事業のキャッシュ・フローは独立表示せずに継続

事業のキャッシュ・フローと合算して表示している。 

平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度における非継続事業に係る損益（税引前）は、それぞ

れ9,571百万円（益）、8,342百万円（益）、29,544百万円（益）であり、平成19年度中間期及び平成18年度に

おいては、それぞれ8,342百万円（益）、18,769百万円（益）の非継続事業の譲渡に係る損益（税引前）が含

まれている。また、平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度における非継続事業に係る法人税等

は、それぞれ2,382百万円（損）、3,364百万円（損）、14,566百万円（損）である。 

なお、中間連結財務諸表に関する注記のうち連結損益計算書関連の注記については、非継続となった事業の

数値を含んでいない。 

２．補足的キャッシュ・フロー情報 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書の補足的情報は次のとおりである。 

現金支出額 平成18年度中間期 平成19年度中間期 平成18年度 

利息支払額（百万円） 7,307 8,405 15,513

法人税等支払額（百万円） 45,826 66,924 75,058

非現金支出項目 平成18年度中間期 平成19年度中間期 平成18年度 

リース資産計上による影響      

キャピタルリース債務の発生額(百万円) 7,437 12,399 23,584



３．投資有価証券 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在の投資有価証券は主として売却可能投資有価証

券である。 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在の主な投資有価証券の種類別の原価額、未実現

保有利益、未実現保有損失及び公正価額は次のとおりである。 

 その他の投資有価証券は、主に市場性のない持分証券である。 

 一時的と考えられる未実現保有損益は、実現するまでその他の包括利益（△損失）累計額に区分計上されて

いる。 

 平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度の売却可能投資有価証券の売却手取金額は、それぞれ

249百万円、168百万円及び1,844百万円である。 

 平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度の売却可能投資有価証券の売却損益は、純額でそれぞ

れ676百万円の売却損、155百万円の売却損及び344百万円の売却益で、中間連結損益計算書のその他の収益

（△費用）の中に含まれている。有価証券及び投資有価証券の売却原価は平均原価法で算定している。 

        平成18年９月30日     

        未実現保有     

    原価額   利益   損失   公正価額 

    百万円   百万円   百万円   百万円

売却可能投資有価証券                 

市場性ある持分証券   18,193   61,633   2,895   76,931 

その他の投資有価証券   14,223   －   －   14,223 

その他の投資有価証券 

－１年以内期限到来分 
  416   －   －   416 

    32,832   61,633   2,895   91,570 

        平成19年９月30日     

        未実現保有     

    原価額   利益   損失   公正価額 

    百万円   百万円   百万円   百万円

売却可能投資有価証券                 

市場性ある持分証券   25,413   71,909   82   97,240 

その他の投資有価証券   12,866   －   －   12,866 

その他の投資有価証券 

－１年以内期限到来分 
  407   －   －   407 

    38,686   71,909   82   110,513 

        平成19年３月31日     

        未実現保有     

    原価額   利益   損失   公正価額 

    百万円   百万円   百万円   百万円

売却可能投資有価証券                 

市場性ある持分証券   24,589   68,167   57   92,699 

その他の投資有価証券   15,474   －   －   15,474 

その他の投資有価証券 

－１年以内期限到来分 
  417   －   －   417 

    40,480   68,167   57   108,590 



４．担保資産 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在の短期債務及び長期債務の担保に供している資

産は次のとおりである。 

 上記の担保資産を対応する債務の種類別に分類すると次のとおりである。 

５．ストック・オプション 

 当社は当社の取締役及び特定の従業員ならびに子会社の取締役に対して自己株式を一定の価格で購入する権利を

付与する。当社株式の購入価額は、権利付与日の属する月の直前月各日の東京証券取引所の終値の平均値に1.05を

乗じた価額である。ただし、権利付与日の終値を下回らないこととされている。当社は平成18年６月23日開催の定

時株主総会及び平成18年７月11日の取締役会決議に基づき、平成18年度にストック・オプションとして新株予約権

を833個発行した。また、平成19年６月22日開催の定時株主総会及び平成19年７月10日の取締役会決議に基づき、

平成19年度にストック・オプションとして新株予約権を562個発行した。それぞれのストック・オプションへの受

給権は、権利付与日に100％発生する。平成18年度付与分のストック・オプションは平成19年８月１日付で行使可

能となっている。平成19年度付与分のストック・オプションは平成20年９月１日及び平成20年９月３日付で行使可

能となる。 

 当社は、財務基準書第123号改「株式に基づく報酬の会計処理」に従い、報酬コストを公正価値基準法により認

識している。平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度において、販売費及び一般管理費に計上された

報酬コストはそれぞれ265百万円、178百万円及び663百万円であり、税効果考慮後でそれぞれ158百万円、106百万

円及び394百万円である。 

 新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

 平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度におけるストック・オプションの状況は次のとおりであ

る。 

 平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度において行使されたストック・オプションの本源的価値総

額はそれぞれ789百万円、2,831百万円及び1,180百万円である。 

 平成19年９月30日現在のストック・オプションの未行使残高及び行使可能残高の情報は次のとおりである。 

  
平成18年９月30日 

（百万円） 
平成19年９月30日 

（百万円） 
平成19年３月31日 

（百万円） 

現金及び現金同等物 669 1,239 881 

受取手形及び売掛金 81 60 － 

有形固定資産－減価償却累計額控除後 901 500 500 

計 1,651 1,799 1,381 

  
平成18年９月30日 

（百万円） 
平成19年９月30日 

（百万円） 
平成19年３月31日 

（百万円） 

連結貸借対照表に表示されている債務       

短期債務 81 60 － 

長期債務 901 500 500 

保証債務 669 1,239 881 

計 1,651 1,799 1,381 

    平成18年度中間期   平成19年度中間期   平成18年度 

    株数   
加重平均権利
行使価格 

円 
株数

加重平均権利
行使価格 

円 
株数   

加重平均権利
行使価格 

円 
期首現在未行使残高   3,665,000   848 3,648,000 1,182 3,665,000   848
権利付与   833,000   2,325 562,000 3,661 833,000   2,325
権利行使   △ 507,000   742 △1,244,000 875 △ 845,000   855
権利喪失または終了   △   5,000   2,325 － － △  5,000   2,325
期末現在未行使残高   3,986,000   1,168 2,966,000 1,780 3,648,000   1,182
期末現在行使可能分   3,158,000   865 2,404,000 1,340 2,820,000   846

権利行使価格の範囲 

未行使残高   行使可能残高 

株数 
加重平均権利
行使価格 

円 

本源的価値
合計 
百万円 

加重平均残存
年数 

年 
株数

加重平均権利
行使価格 

円 

本源的価値
合計 
百万円 

加重平均残存
年数 

年 

445円－ 650円   380,000 559 1,254 1.6   380,000 559 1,254 1.6 

651円－ 900円   370,000 673 1,179 4.8   370,000 673 1,179 4.8 

901円－1,350円   905,000 1,126 2,474 5.8   905,000 1,126 2,474 5.8 

1,351円－2,325円   749,000 2,325 1,150 6.8   749,000 2,325 1,150 6.8 

2,326円－3,700円   562,000 3,661 112 7.9   － － － － 

445円－3,700円   2,966,000 1,780 6,169 5.8   2,404,000 1,340 6,057 5.3 



 平成18年度及び平成19年度に付与したストック・オプションの公正価額は、次の前提条件のもとで、離散時間モ

デル（二項モデル）を用いて見積られた。二項モデルは、公正価値測定の前提条件に幅を持たせているため、それ

らの幅を開示している。見積株価変動率は、当社株式の過去の株価変動率から予想された値に基づいている。 

 当社は、二項モデルで使用されるストック・オプションの権利行使状況と権利行使に係る従業員等の離職動向を

見積るためにヒストリカルデータを使用している。見積行使期間は、オプション・プライシング・モデルにより算

定されており、当該オプションの権利行使が予想される期間を表している。ストック・オプションの満期までの期

間に対応する無リスク資産の金利は、権利付与日時点の日本国債の利回りに基づいている。 

 無リスク資産の金利は、キャッシュ・フローの割引期間に応じて対応する金利を適用している。それぞれの期間

に対応する金利は次のとおりである。 

６．その他の包括利益（△損失） 

 外貨換算修正勘定、未実現有価証券評価勘定、年金債務調整勘定、未実現デリバティブ評価損益から構成される

その他の包括利益（△損失）は、連結貸借対照表の資本の部に含まれている。 

 平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度におけるその他の包括利益（△損失）累計額の変動は次の

とおりである。 

    平成18年８月１日現在   平成19年９月３日現在
権利付与日公正価額   801円 1,266円
見積行使期間   6年 7年
無リスク資産の金利   0.52％～2.00％ 0.76％～1.66％
見積株価変動率   39.00％ 38.00％
見積配当率   1.27％ 1.36％

付与年度 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後 ９年後 10年後 

平成18年度 0.52％ 0.79％ 1.03％ 1.26％ 1.44％ 1.60％ 1.72％ 1.83％ 1.94％ 2.00％ 

平成19年度 0.76％ 0.87％ 0.98％ 1.08％ 1.19％ 1.29％ 1.39％ 1.48％ 1.57％ 1.66％ 

    平成18年度中間期 平成19年度中間期   平成18年度 

外貨換算修正勘定   百万円   百万円   百万円

期首残高   △  2,240   9,204   △  2,240 

外貨換算替による修正額   4,758   3,581   11,444 

期末残高   2,518   12,785   9,204 

未実現有価証券評価勘定             

期首残高   36,910   39,807   36,910 

期中増減額   △  2,817   5,077   2,897 

期末残高   34,093   44,884   39,807 

年金債務調整勘定             

期首残高   △ 11,299   －   △ 11,299 

期中調整額   439   －   5,856 

財務基準書第158号による調整   －   －   5,443 

期末残高   △ 10,860   －   － 

年金債務調整勘定－財務基準書第158号 

適用後 
            

期首残高   －   △ 15,300   － 

期中調整額   －   254   － 

財務基準書第158号による調整   －   －   △ 15,300 

期末残高   －   △ 15,046   △ 15,300 

未実現デリバティブ評価損益             

期首残高   △   276   △   210   △   276 

期中増減額   △   199   △   39   66 

期末残高   △   475   △   249   △   210 

その他の包括利益（△損失）累計額合計             

期首残高   23,095   33,501   23,095 

その他の包括利益当期発生額   2,181   8,873   20,263 

財務基準書第158号による調整   －   －   △  9,857 

期末残高   25,276   42,374   33,501 



７．賃借料 

 当社及び連結子会社は事務所、事務機器及び従業員社宅等を解約可能、または解約不能な契約に基づき賃借して

いる。平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度の賃借料のうち、オペレーティングリースに係るもの

は、それぞれ7,449百万円、7,677百万円及び15,035百万円である。機械設備等のリース契約は、財務基準書第13号

のキャピタルリースに該当し、資産計上している。 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在、これらの賃借契約に基づく最低年間賃借料の

年度別支払内訳は次のとおりである。 

返済年度 

平成18年９月30日 

キャピタルリース 
（百万円） 

オペレーティングリース 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

決算日後１年以内 15,860 2,641 18,501 

１年超２年以内 13,201 2,163 15,364 

２年超３年以内 11,122 1,361 12,483 

３年超４年以内 6,114 910 7,024 

４年超５年以内 2,442 488 2,930 

５年超６年以内及びそれ以降 2,311 2,717 5,028 

最低支払賃借料 51,050 10,280 61,330 

控除：利息相当額 △ 4,357    

最低キャピタルリース料の現在価値 46,693    

返済年度 

平成19年９月30日 

キャピタルリース 
（百万円） 

オペレーティングリース 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

決算日後１年以内 23,381 3,672 27,053 

１年超２年以内 14,493 2,785 17,278 

２年超３年以内 11,853 1,995 13,848 

３年超４年以内 7,035 1,203 8,238 

４年超５年以内 2,373 802 3,175 

５年超６年以内及びそれ以降 2,333 2,933 5,266 

最低支払賃借料 61,468 13,390 74,858 

控除：利息相当額  △ 5,812    

最低キャピタルリース料の現在価値 55,656    

返済年度 

平成19年３月31日 

キャピタルリース 
（百万円） 

オペレーティングリース 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

決算日後１年以内 21,931 3,220 25,151 

１年超２年以内 14,631 2,247 16,878 

２年超３年以内 12,326 1,603 13,929 

３年超４年以内 7,029 1,005 8,034 

４年超５年以内 2,745 701 3,446 

５年超６年以内及びそれ以降 2,494 2,853 5,347 

最低支払賃借料 61,156 11,629 72,785 

控除：利息相当額  △ 5,274    

最低キャピタルリース料の現在価値 55,882    



８．１株当たり中間（当期）純利益 

 基本的及び希薄化後１株当たり中間（当期）純利益の計算の過程は次のとおりである。 

９．契約残高及び偶発債務 

① 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在、遡及権付債権の譲渡に係る偶発債務は、そ

れぞれ13,303百万円、10,550百万円及び11,671百万円である。 

 当社及び連結子会社は、従業員及び関連会社等の借入金について、第三者に対する債務保証を行っている。従

業員に関する債務保証の主なものは、住宅ローンに対するものである。関連会社等に関する債務保証は、関連会

社等の信用補完のためのものである。契約期間中に従業員及び関連会社等が債務不履行に陥った場合、当社及び

連結子会社は保証債務の履行義務を負う。債務保証の契約期間は、従業員の住宅ローンについては10年から30

年、関連会社等の借入金については１年から５年である。平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３

月31日現在において、債務不履行が生じた場合に当社及び連結子会社が負う割引前の最高支払額は、それぞれ

44,187百万円、64,304百万円及び57,063百万円である。平成19年９月30日現在において、これらの債務保証につ

いて認識されている負債の公正価値には重要性はない。これらの債務保証の一部は、当社への担保の差入および

保険契約により担保されている。 

 当社はこれらの偶発債務による損失が仮に発生したとしても連結財務諸表に重要な影響を及ぼすものではない

と考えている。 

② 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在の設備投資の発注残高は、それぞれ総額で約

25,100百万円、約12,700百万円及び約12,900百万円である。 

③ 当社及び連結子会社には種々の通常の営業の過程で生じた係争中の事件があるが、経営者及び弁護士の見解で

は当社及び連結子会社の財政状態に重要な影響を与えずに解決される見込みである。 

④ 当社及び連結子会社は、世界中の得意先、ディーラー及び関係会社を相手として営業活動を行っており、それ

らからの売掛金及びそれらに対する保証は、信用リスクが集中しないよう分散されている。 

 経営者は、債権から設定済の引当金を超える損失は発生しないと考えている。 

    平成18年度中間期 平成19年度中間期   平成18年度 

    百万円   百万円   百万円

継続事業中間（当期）純利益   63,497   98,822   153,264 

非継続事業中間（当期）純利益   3,711   4,978   11,374 

中間（当期）純利益   67,208   103,800   164,638 

              

    株   株   株

期中平均発行済株式数（自己株式控除後）   993,514,498   994,615,040   993,597,436 

希薄化証券の影響             

ストック・オプション   1,946,493   1,436,122   1,788,951 

希薄化後期中平均発行済株式数   995,460,991   996,051,162   995,386,387 

基本的１株当たり継続事業中間 

（当期）純利益 
  63.91円   99.36円   154.25円 

希薄化後１株当たり継続事業中間 

（当期）純利益 
  63.79円   99.21円    153.97円 

基本的１株当たり非継続事業中間 

（当期）純利益 
  3.74円   5.00円    11.45円 

希薄化後１株当たり非継続事業中間 

（当期）純利益 
  3.73円   5.00円   11.43円 

基本的１株当たり中間（当期）純利益   67.65円   104.36円   165.70円 

希薄化後１株当たり中間（当期）純利益   67.51円   104.21円   165.40円 



10．金融派生商品 

リスク管理方針 

 当社及び連結子会社の借入債務、海外事業及び外貨建資産・負債については、主に為替及び金利の変動に係る

市場リスクにさらされている。通常の業務において発生するこれらのリスクを軽減するために、当社及び連結子

会社の方針及び手続に準拠してさまざまな金融派生商品をヘッジ目的で活用している。当社及び連結子会社は、

金融派生商品をトレーディングまたは投機目的で契約していない。 

 当社及び連結子会社は、短期及び長期債務に関連する金利及び為替の変動によるキャッシュ・フローまたは公

正価値の変動リスクを管理する目的で、金利スワップ契約及び金利キャップ契約（一部通貨スワップ契約を併

用）を締結している。 

 当社及び連結子会社の事業活動は海外に及ぶため、外貨建（主に米ドル及びユーロ）の資産・負債及び売買取

引に関する為替の変動リスクにさらされている。当社及び連結子会社は、これらのリスクを軽減するため、外貨

資金繰り予想に基づいて外国為替予約またはオプション契約を締結している。 

 当社及び連結子会社は、金融派生商品に対して取引相手の不履行により信用損失を受けるリスクがあるが、取

引相手の信用度が高いため、取引相手が義務不履行をする可能性は極めて低いと考えている。 

公正価値ヘッジ 

 当社及び連結子会社は、主に借入債務に関連する金利または為替の変動リスクを管理するために、公正価値ヘ

ッジとして指定された金融派生商品を活用している。これらの借入債務から生じるリスクをヘッジするために、

主に金利スワップ契約、クロスカレンシースワップ契約が用いられている。ヘッジ対象である借入債務の公正価

額の変動と公正価値ヘッジとして指定された金融派生商品の公正価額の変動は、相殺されその他の収益（△費

用）に計上されている。平成19年度中間期において、公正価値ヘッジの非有効部分は、当社の経営成績に重要な

影響を与えるものではない。平成19年度中間期において中止された公正価値ヘッジはない。 

キャッシュ・フローヘッジ 

 当社及び連結子会社は、予定取引に関連する為替の変動リスク及び借入債務に関連する金利の変動リスクを管

理するために、キャッシュ・フローヘッジとして指定された金融派生商品を活用している。外貨建売買取引につ

いては、当社及び連結子会社は主に１年内の予定取引及び確定約定におけるキャッシュ・フローの変動をヘッジ

している。当社及び連結子会社は変動金利の借入債務については、キャッシュ・フローの変動を管理するために

金利スワップ契約を締結している。キャッシュ・フローヘッジとして指定された金融派生商品の公正価額の変動

は、その他の包括利益（△損失）累計額に計上されている。これらの金額は、当該ヘッジ対象が損益に影響を与

えるときに、その他の収益（△費用）として損益に振り替えられる。その他の包括利益（△損失）累計額に計上

されている損益のうち、平成19年９月30日以後12ヶ月以内に損益に再分類されると予想される金額は純額で約

233百万円の損失である。平成19年度中間期において、当初の予定取引が発生しない可能性が高まったため中止

されたキャッシュ・フローヘッジはない。 

ヘッジ指定されていない金融派生商品 

 当社及び連結子会社は、当社とグループ会社の短期及び長期債務に対する金利変動リスクに備えるために、財

務基準書第133号のもとでヘッジ手段として指定されない金利スワップ契約を締結している。為替の変動をヘッ

ジするために用いられている一部の外国為替予約及びオプション契約についても当該基準書のもとでヘッジ手段

として指定されていない。これらの金融派生商品の公正価額の変動は、発生した期の損益として認識している。

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在における金融派生商品の契約残高は次のと

おりである。 

 平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度において、連結損益計算書に計上された為替差損益

は、純額でそれぞれ113百万円の損、485百万円の損及び903百万円の損であった。 

11．金融商品の公正価額情報 

  平成18年９月30日 平成19年９月30日 平成19年３月31日 

  百万円  百万円  百万円

外国為替予約及びオプション契約           

外国為替売予約契約 77,086   77,095   82,015 

外国為替買予約契約 40,687   60,019   41,778 

オプション契約（買建） 2,361   2,126   2,532 

金利スワップ、クロスカレンシースワ

ップ契約及び金利キャップ契約 
228,091   266,278   253,372 



① 現金及び現金同等物、定期預金、受取手形及び売掛金、その他の流動資産、短期債務、支払手形及び買掛金、

その他の流動負債 

 これらの勘定は短期間で決済されるので、その中間連結貸借対照表計上額は公正価額に近似している。 

② 市場性ある投資有価証券 

 公正価額の見積りが可能な市場性ある投資有価証券の公正価額は、市場価格に基づいて算定している。 

③ 割賦受取債権 

 割賦受取債権の公正価額は、将来のキャッシュ・フローから、現行の予想割引率を用いて割り引いて計算して

いる。その結果、中間連結貸借対照表計上額は公正価額に近似している。 

④ 金融派生商品 

 主に外国為替予約及び金利スワップ契約からなる金融派生商品の公正価額は、金融機関から入手した見積価格

に基づいて算定している。 

 平成18年９月30日、平成19年９月30日及び平成19年３月31日現在における、ヘッジ目的で利用されると会計上

認められない金融派生商品を含む金融商品の中間連結貸借対照表計上額及び公正価額は次のとおりである。 

※公正価額の見積りについて 

 公正価額の見積りについては特定の一時点で、利用可能な市場情報及び当該金融商品に関する情報に基づいて算

定している。 

 これらの見積りは不確実な点及び当社の判断を含んでいる。そのため、想定している前提が変わることにより、

この公正価額の見積りに影響を及ぼす可能性がある。 

12．貸出コミットメント 

 当社と一部の連結子会社は、金融機関との間に合計43,215百万円のコミットメントライン契約を締結して代替流

動性を確保しており、平成19年９月30日現在、その未使用枠は36,865百万円となっている。 

  平成18年９月30日 平成19年９月30日 平成19年３月31日 

  計上金額   公正価額   計上金額   公正価額   計上金額   公正価額 

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

投資有価証券 91,570   91,570   110,513   110,513   108,590   108,590 

金融派生商品                       

外国為替予約及び

オプション契約 
                  

  
  

資産 992   992   1,161   1,161   614   614 

負債 1,743   1,743   1,657   1,657   1,079   1,079 

金利スワップ、ク

ロスカレンシース

ワップ契約及び金

利キャップ契約 

                  

  

  

資産 59   59   1,015   1,015   285   285 

負債 2,705   2,705   2,694   2,694   2,192   2,192 



13．セグメント情報 

 財務基準書第131号「企業のセグメント及び関連情報に関する開示」のもとで、事業の種類別セグメントは、企

業の経営活動の一構成部分であり、独立した財務情報が得られるもので、最高経営政策決定者が経営資源の割当て

や業績の査定のため、定期的に評価を行う対象になっているものである。 

 各事業の種類別セグメントは、異なる製品及びサービスを提供する戦略的事業単位であるため、そのセグメント

ごとに管理される。 

 当社及び連結子会社は、１）建設・鉱山機械、２）産業機械・車両他の二つの事業セグメントで営業活動を行っ

ている。平成18年度まで、当社は１）建設・鉱山機械、２）産業機械、車両他、３）エレクトロニクスの三つの事

業セグメントを開示していたが、事業構造の変化に伴い、平成19年度よりセグメント区分を二セグメントに変更し

た。これに伴い、平成18年度中間期及び平成18年度の数値を平成19年度中間期の表示に合わせ、組替えて表示して

いる。 

 セグメント情報の一部数値には平成18年度に非継続となった事業に関する数値を含めていない。これに伴い、平

成18年度中間期の数値を平成19年度中間期の表示に合わせ、組替えて表示している。 



【事業の種類別セグメント情報】 

平成18年度中間期 

平成19年度中間期 

  
建設・鉱山機械 

（百万円） 
産業機械・車両他

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 738,694 149,797 888,491 － 888,491 

(2）セグメント間の内部売上高 11,844 46,910 58,754 △ 58,754 － 

計 750,538 196,707 947,245 △ 58,754 888,491 

セグメント利益 101,462 13,736 115,198 △  1,916 113,282 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出           

資産 1,250,029 415,179 1,665,208 96,822 1,762,030 

減価償却費 28,346 3,848 32,194 － 32,194 

資本的支出 46,172 8,955 55,127 － 55,127 

  
建設・鉱山機械 

（百万円） 
産業機械・車両他

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 914,352 165,690 1,080,042 － 1,080,042 

(2）セグメント間の内部売上高 13,420 51,120 64,540 △ 64,540 － 

計 927,772 216,810 1,144,582 △ 64,540 1,080,042 

セグメント利益 146,194 16,928 163,122 △  1,376 161,746 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出           

資産 1,490,171 310,479 1,800,650 126,376 1,927,026 

減価償却費 31,297 4,267 35,564 － 35,564 

資本的支出 57,986 7,132 65,118 － 65,118 



平成18年度 

 セグメント別利益の合計額と継続事業税引前中間（当期）純利益との調整 

 （注）１．事業の種類別セグメントに含まれる主要製品・事業内容は、次のとおりである。 

ａ．建設・鉱山機械事業 

掘削機械、積込機械、整地・路盤用機械、運搬機械、林業機械、地下建設機械、資源リサイクル機械、エ

ンジン、機器、鋳造品 

ｂ．産業機械・車両他事業 

鍛圧機械、板金機械、工作機械、産業車両、物流関連、防衛関連等 

２．セグメント間の取引は、独立企業間価格で行われている。 

３．セグメント利益は、売上高より売上原価、販売費及び一般管理費を差し引いたものである。 

４．識別可能資産は、それぞれのセグメントの営業活動に使用されているものである。 

全社資産は、主として、全社共通の目的で保有している現金及び現金同等物、市場性ある投資有価証券で構

成されている。 

５．平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度の減価償却費には、長期前払費用の償却費469百万

円、454百万円及び913百万円は含まれていない。また、平成18年度中間期及び平成18年度の減価償却費には

非継続事業に関する償却費6,096百万円及び6,375百万円は含まれていない。 

  
建設・鉱山機械 

（百万円） 
産業機械・車両他

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 1,567,723 325,620 1,893,343 － 1,893,343 

(2）セグメント間の内部売上高 20,253 97,743 117,996 △ 117,996 － 

計 1,587,976 423,363 2,011,339 △ 117,996 1,893,343 

セグメント利益 220,606 32,695 253,301 △  3,555 249,746 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出           

資産 1,423,744 317,462 1,741,206 102,776 1,843,982 

減価償却費 57,444 7,977 65,421 － 65,421 

資本的支出 111,003 18,677 129,680 － 129,680 

    平成18年度中間期 平成19年度中間期   平成18年度 

    百万円  百万円  百万円

セグメント別利益の合計額   115,198   163,122   253,301 

消去又は全社   △  1,916   △  1,376   △  3,555 

セグメント利益合計   113,282   161,746   249,746 

その他の営業収益（△費用）   △    736   1,226   △  5,005 

営業利益   112,546   162,972   244,741 

受取利息及び配当金   4,057   5,126   8,532 

支払利息   △  7,250   △  8,383   △ 15,485 

その他（純額）   △  1,275   △  1,131   △  1,297 

継続事業税引前中間（当期）純利益   108,078   158,584   236,491 



【地域別情報】 

平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度における地域別外部顧客向け売上高は次のとおりである。 

平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度における所在国別売上高及び有形固定資産は次のとおりであ

る。 

平成18年度中間期 

平成19年度中間期 

平成18年度 

 （注）１．売上高及び有形固定資産に関して、欧州・CIS及びその他の地域には、個別開示すべき重要な国はない。 

２．平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度において、開示すべき単一の外部顧客への売上高はな

い。 

３．地域の名称について、欧州から欧州・CISへ変更している。 

期別 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州・CIS 
（百万円） 

中国
（百万円） 

アジア（日本
及び中国除
く）及びオセ
アニア 
（百万円） 

中近東及びア
フリカ 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

平成18年度中間期 224,889 273,214 140,431 55,344 120,575 74,038 888,491 

平成19年度中間期 234,452 277,882 213,073 81,415 163,659 109,561 1,080,042 

平成18年度 487,103 537,836 324,071 129,443 252,768 162,122 1,893,343 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
欧州・CIS 
（百万円） 

その他の地域 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高 339,328 265,069 129,979 154,115 888,491 

有形固定資産 307,044 52,754 21,912 45,659 427,369 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
欧州・CIS 
（百万円） 

その他の地域 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高 373,546 269,286 209,617 227,593 1,080,042 

有形固定資産 290,600 65,009 34,897 27,157 417,663 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
欧州・CIS 
（百万円） 

その他の地域 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高 739,206 527,680 298,509 327,948 1,893,343 

有形固定資産 282,050 60,609 25,808 19,926 388,393 



平成18年度中間期、平成19年度中間期及び平成18年度の所在地別の売上高、セグメント利益及び資産は次の表のと

おりである。当社は、財務基準書第131号で要求されている開示に加えて、日本の金融商品取引法による開示要求

を考慮し、次の情報を補足情報として開示している。 

【所在地別セグメント情報】  

平成18年度中間期 

平成19年度中間期 

平成18年度 

 （注）１．セグメント間の取引は独立企業間価格で行われている。 

２．セグメント利益は、売上高より売上原価、販売費及び一般管理費を差し引いたものである。 

３．識別可能資産は、それぞれのセグメントの営業活動に使用されているものである。 

全社資産は、主として、全社共通の目的で保有している現金及び現金同等物、市場性ある投資有価証券で構

成されている。 

４．地域の名称について、欧州から欧州・CISへ変更している。 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州・CIS 
（百万円） 

その他の地域
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上

高 
339,328 265,176 129,979 154,008 888,491 － 888,491 

(2）セグメント間の内部売

上高 
195,493 17,260 16,504 10,262 239,519 △ 239,519 － 

計 534,821 282,436 146,483 164,270 1,128,010 △ 239,519 888,491 

セグメント利益 59,744 31,377 12,242 17,290 120,653 △  7,371 113,282 

Ⅱ 資産 1,098,699 446,394 173,693 229,030 1,947,816 △ 185,786 1,762,030 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州・CIS 
（百万円） 

その他の地域
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上

高 
373,546 269,286 209,617 227,593 1,080,042 － 1,080,042 

(2）セグメント間の内部売

上高 
223,287 21,402 17,650 14,612 276,951 △ 276,951 － 

計 596,833 290,688 227,267 242,205 1,356,993 △ 276,951 1,080,042 

セグメント利益 81,459 31,994 25,479 31,769 170,701 △  8,955 161,746 

Ⅱ 資産 1,067,208 490,404 255,942 273,492 2,087,046 △ 160,020 1,927,026 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州・CIS 
（百万円） 

その他の地域
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上

高 
739,206 527,792 298,509 327,836 1,893,343 － 1,893,343 

(2）セグメント間の内部売

上高 
396,361 38,221 34,450 20,678 489,710 △ 489,710 － 

計 1,135,567 566,013 332,959 348,514 2,383,053 △ 489,710 1,893,343 

セグメント利益 140,193 51,842 32,104 38,033 262,172 △ 12,426 249,746 

Ⅱ 資産 1,065,487 481,144 221,012 237,839 2,005,482 △ 161,500 1,843,982 



【海外売上高】 

平成18年度中間期 

平成19年度中間期 

平成18年度 

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域への外部顧客に対する売上高である。 

２．地域は、地理的近接度により区分している。 

３．各区分に属する主地域の内訳は次のとおりである。 

(1）米州…北米、中南米 

(2）欧州・CIS…ドイツ、英国、ロシア 

(3）その他…中国、オーストラリア、東南アジア 

４．地域の名称について、欧州から欧州・CISへ変更している。 

  米州 欧州・CIS その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 273,214 140,431 249,957 663,602 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 888,491 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
30.8 15.8 28.1 74.7 

  米州 欧州・CIS その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 277,882 213,073 354,635 845,590 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 1,080,042 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
25.7 19.7 32.9 78.3 

  米州 欧州・CIS その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 537,836 324,071 544,333 1,406,240 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 1,893,343 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
28.4 17.1 28.8 74.3 



14．重要な後発事象 

 経営統合に関する基本合意書の締結 

 平成19年12月11日に、当社は、株式会社ＢＩＧＲＥＮＴＡＬ（以下「ＢＩＧＲＥＮＴＡＬ」）の代表取締役であ

りＢＩＧＲＥＮＴＡＬ株式の42.1％を保有する四家千佳史氏との間で、当社の100％子会社であるコマツレンタル

株式会社（以下「コマツレンタル」）とＢＩＧＲＥＮＴＡＬとの経営統合を目指した基本合意書を締結した。 

 今後当社は四家千佳史氏を除くＢＩＧＲＥＮＴＡＬ株主から57.9％の株式を取得してＢＩＧＲＥＮＴＡＬを子会

社化し、平成20年４月１日に予定しているコマツレンタル株式とＢＩＧＲＥＮＴＡＬ株式の株式交換、平成21年４

月以降に予定しているコマツレンタルとＢＩＧＲＥＮＴＡＬの合併を経て、経営統合を実現していく。経営統合

後、当社と四家千佳史氏は、それぞれ統合会社の79％及び21％の株式を保有する。 

［経営統合の目的］ 

 当社は、国内土木建設現場で使用される建設機械のレンタル比率の高まりを受け、レンタル事業を新車販

売・レンタル・中古車販売を包含するグループ全体での「循環」ビジネスの中核と位置づけており、コマツレ

ンタルを中心にレンタル事業の強化を進めているが、この経営統合により、ＢＩＧＲＥＮＴＡＬから、レンタ

ル経営ノウハウを導入することにより、レンタル事業を更に強化し、グローバルな「循環」ビジネスの構築を

目指す。また、コマツレンタルとＢＩＧＲＥＮＴＡＬのレンタル事業は活動地域上の相互補完性が高く、双方

の人材、資産、拠点等を活用することにより、相互にシナジー効果を発揮できるものと考えている。 

［株式会社ＢＩＧＲＥＮＴＡＬの概要］ 

社名    ：株式会社ＢＩＧＲＥＮＴＡＬ（BIGRENTAL Co., Ltd.） 

設立    ：平成９年11月19日 

所在地   ：福島県郡山市備前舘一丁目137番地 

代表者   ：代表取締役社長 四家 千佳史 

資本金   ：10億円 

株主    ：四家 千佳史 42.1％ その他リース会社等 57.9％ 

売上高   ：169億円（平成19年３月期） 

事業内容  ：建設機械及び機材の賃貸等 

営業拠点  ：６県（福島、新潟、宮城他）70店舗 

従業員数  ：629人 

［コマツレンタル株式会社の概要］ 

社名    ：コマツレンタル株式会社（Komatsu Rental Japan Ltd.） 

設立    ：平成18年10月１日 

所在地   ：神奈川県横浜市神奈川区神奈川二丁目16番15号 

代表者   ：代表取締役社長 須藤 則行 

資本金   ：10億円 

株主    ：当社 100％ 

売上高   ：295億円（平成19年３月期） 

事業内容  ：建設機械及び機材の賃貸等 

営業拠点  ：18県126店舗 

従業員数  ：950人 

 なお、本株式の取得による当期の当社連結業績への影響は軽微である。 



15．中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法について 

 当社の中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法は、米国会計基準に準拠している。 

 わが国の連結財務諸表原則及び中間連結財務諸表規則に準拠して作成する場合との主な相違点は次のとおりであ

り、その相違点に係わる継続事業税引前中間（当期）純利益に対する主な影響額は（ ）で示されている。 

① 中間連結財務諸表の構成について 

 わが国の中間連結財務諸表は、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記で構成されているが、米国会計基準による連結財務諸表は、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結資本及び剰余金計算書（その他の包括利益（△損失）累計額を含む）、連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記から構成されている。当該米国会計基準に基づき、当社の中間連結財務諸表

は、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本及び剰余金計算書（その他の包括利益（△損失）

累計額を含む）、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記で構成している。 

② 連結対象範囲について 

 わが国の連結財務諸表は、実質支配力・影響力基準により連結対象範囲の判断を行っているが、米国会計基準

による連結財務諸表は、議決権により判定を行う持株基準及び解釈指針第46号改「変動持分事業体の連結」に従

い、連結対象範囲の判断を行っている。（注記１．参照） 

 なお、当社における範囲の相違による影響は軽微である。 

③ 表示の方法について 

ａ．貸借対照表の表示 

わが国では少数株主持分については純資産の部に含まれるが、当社の中間連結財務諸表では米国会計基準に

従い、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示している。 

ｂ．利益準備金の表示 

わが国では利益準備金はその他の剰余金とあわせて利益剰余金として記載されるが、当社の中間連結財務諸

表では米国会計基準に従い、別建表示している。 

ｃ．特別損益について 

わが国では固定資産売却損益等は特別損益として表示されるが、当社のそれらの項目は米国会計基準のもと

で特別損益として表示すべき項目に該当するものではないので、当社の中間連結財務諸表では特別損益の表

示はない。 

ｄ．持分法投資損益 

わが国では持分法投資損益は投資に係る損益であるため営業外損益に記載されるが、当社の中間連結財務諸

表では米国会計基準に従い、継続事業税引前中間（当期）純利益の下に表示している。 

④ 会計処理基準について 

ａ．割賦販売繰延利益（37百万円益） 

わが国では割賦販売に係る利益の繰延は認められているが、当社の中間連結財務諸表では米国会計基準に従

い、販売時に利益を認識し、割賦販売利益の繰延処理は行っていない。 

ｂ．株式交付費 

わが国では株式交付費は損益取引として発生時に費用処理が認められているが、当社の中間連結財務諸表で

は米国会計基準に従い、資本取引に伴う費用として資本剰余金の控除項目として処理している。なお、当中

間連結会計期間では、該当するものはない。 



ｃ．退職給付会計（483百万円益） 

わが国では米国会計基準と同様の年金数理計算（予測単位積増方式）により、予測給付債務を計算し、年金

費用（純額）を計上するが、当社の中間連結財務諸表では米国会計基準に従い、年金数理計算上の純損益の

償却方法として回廊アプローチを採用している。 

また、わが国では貸借対照表上に退職給付引当金として、予測給付債務から未認識債務及び年金資産を控除

した金額を計上するが、当社の中間連結財務諸表では米国会計基準に従い、年金制度の積立状況、すなわち

予測給付債務と年金資産の差額を計上している。 

ｄ．リース会計（98百万円益） 

わが国ではリース物件の所有権が借手又は貸手に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に準じて会計処理を行うことができるが、当社の中間連結財務諸表では米

国会計基準に従い、一定の条件に該当する賃借資産は、キャピタルリースとして固定資産に計上し、主にフ

ォークリフトの賃貸については販売型リースとしてリース開始時に売上計上している。 

ｅ．企業結合及び営業権（1,086百万円益） 

わが国では営業権を一定期間で償却することが求められているが、米国会計基準では、営業権の償却を行わ

ず、代わりに各年度の減損テストの実施を要求している。また耐用年数を認識できない無形固定資産につい

ても償却を行わず、減損テストを行うことを要求している。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記
番号

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   44,619 56,914 47,426   

２．受取手形 ※２ 3,106 4,861 5,017   

３．売掛金   194,166 210,174 211,622   

４．たな卸資産   66,323 86,719 72,431   

５．短期貸付金   62,964 43,671 51,863   

６．その他   53,557 49,935 49,671   

貸倒引当金   △ 1,034 △  322 △  347   

流動資産合計     423,703 46.0 451,955 44.6   437,686 44.9

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※１       

建物   38,475 52,967 50,581   

機械装置   38,270 55,813 46,963   

土地   40,004 40,035 39,468   

その他   25,429 18,417 16,186   

有形固定資産合計   142,179 167,234 153,200   

２．無形固定資産   10,129 12,895 11,626   

３．投資その他の資産         

投資有価証券   348,472 360,024 366,141   

その他   31,227 40,837 36,452   

貸倒引当金   △ 5,074 △ 9,046 △ 6,069   

投資評価引当金   △ 29,697 △ 10,610 △ 24,179   

投資その他の資産合計   344,929 381,206 372,344   

固定資産合計     497,238 54.0 561,335 55.4   537,171 55.1

資産合計     920,942 100.0 1,013,291 100.0   974,858 100.0 

          

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記
番号

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形 ※２ 464 256 337   

２．買掛金   161,192 171,912 161,431   

３．短期借入金   40,614 20,008 3,062   

４．社債（１年以内償還）   20,000 － 20,000   

５．未払法人税等   15,209 13,587 30,712   

６．賞与引当金   5,495 6,069 5,573   

７．役員賞与引当金   185 203 348   

８．製品保証引当金   7,322 7,966 7,864   

９．その他   69,221 80,716 85,337   

流動負債合計     319,704 34.7 300,719 29.7   314,666 32.3

Ⅱ 固定負債         

１．社債   10,000 30,000 10,000   

２．長期借入金   35,008 25,000 43,000   

３．退職給付引当金   15,883 17,067 16,296   

４．役員退職慰労引当金   684 － 700   

５．その他   10,475 19,372 14,055   

固定負債合計     72,051 7.8 91,440 9.0   84,052 8.6

負債合計     391,756 42.5 392,160 38.7   398,718 40.9

          

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     70,120 7.6   70,120 6.9   70,120 7.2 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   140,140     140,140     140,140     

(2）その他資本剰余金   497     840     602     

資本剰余金合計     140,637 15.3   140,980 13.9   140,742 14.4 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   18,036     18,036     18,036     

(2）その他利益剰余金                     

特別償却準備金   138     98     116     

圧縮記帳積立金   16,379     14,525     15,325     

圧縮特別勘定積立金   －     179     32     

別途積立金   180,359     180,359     180,359     

繰越利益剰余金   72,096     151,873     112,334     

利益剰余金合計     287,010 31.2   365,073 36.0   326,206 33.4 

４．自己株式     △ 3,377 △ 0.4   △ 2,403 △ 0.2   △ 3,203 △ 0.3 

株主資本合計     494,391 53.7   573,771 56.6   533,866 54.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価差額金     34,678 3.8   46,679 4.6   41,516 4.3 

２．繰延ヘッジ損益     △  149 △ 0.0   △   97 △ 0.0   93 0.0 

評価・換算差額等合計     34,528 3.8   46,581 4.6   41,609 4.3 

Ⅲ 新株予約権     265 0.0   777 0.1   663 0.1 

純資産合計     529,185 57.5   621,130 61.3   576,139 59.1 

負債・純資産合計     920,942 100.0   1,013,291 100.0   974,858 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     355,793 100.0 424,136 100.0   758,529 100.0 

Ⅱ 売上原価     270,054 75.9 313,976 74.0   569,238 75.0

割賦販売利益繰延調整前売
上総利益 

    85,739 24.1 110,160 26.0   189,290 25.0

Ⅲ 割賦販売利益繰延調整額     △  34 △ 0.0 － －   △   34 △ 0.0

売上総利益     85,773 24.1 110,160 26.0   189,324 25.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費     46,772 13.1 50,760 12.0   98,848 13.1

営業利益     39,001 11.0 59,399 14.0   90,475 11.9

Ⅴ 営業外収益         

１．受取利息   507 566 1,042   

２．その他の営業外収益   10,300 10,808 3.0 16,388 16,954 4.0 15,677 16,720 2.2

Ⅵ 営業外費用         

１．支払利息   370 366 822   

２．その他の営業外費用   3,893 4,263 1.2 4,058 4,424 1.0 8,223 9,046 1.2

経常利益     45,546 12.8 71,929 17.0   98,149 12.9

Ⅶ 特別利益         

１．土地売却益   19 308 265   

２．投資有価証券売却益   0 － 46   

３．関係会社株式売却益   － 9 27,632   

４．投資評価引当金戻入額   3,760 4,880 9,278   

５．抱合せ株式消滅差益 ※１ － 3,779 1.0 2,657 7,855 1.8 － 37,222 4.9

Ⅷ 特別損失         

１．土地売却損   － 4 30   

２．投資有価証券評価損   109 189 109   

３．減損損失 ※２ － － 5,382   

４．販売済製品補償損失 ※３ － 109 0.0 － 194 0.0 2,169 7,693 1.0

税引前中間（当期）純利益     49,215 13.8 79,591 18.8   127,678 16.8

法人税、住民税及び事業税   15,417 15,270 39,461   

法人税等調整額   3,073 18,490 5.2 7,555 22,825 5.4 5,373 44,835 5.9

中間（当期）純利益     30,725 8.6 56,765 13.4   82,843 10.9

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他 
資本剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却
準備金 

圧縮記帳
積立金 

圧縮 
特別勘定
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

70,120 140,140 461 140,601 18,036 29 14,683 2,585 180,359 50,872 266,567 △ 3,502 473,787

中間会計期間中の変動額                          

特別償却準備金の積立（注）           128       △  128 －   －

特別償却準備金の取崩（注）           △   19       19 －   －

圧縮記帳積立金の積立（注）             2,884     △ 2,884 －   －

圧縮記帳積立金の取崩（注）             △ 1,188     1,188 －   －

圧縮特別勘定積立金の取崩
（注） 

              △ 2,585   2,585 －   －

剰余金の配当（注）                   △ 9,936 △ 9,936   △ 9,936

役員賞与（注）                   △  346 △  346   △  346

中間純利益                   30,725 30,725   30,725

自己株式の取得                       △  237 △  237

自己株式の処分     36 36               362 399

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

                         

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 36 36 － 108 1,695 △ 2,585 － 21,223 20,442 125 20,604

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

70,120 140,140 497 140,637 18,036 138 16,379 － 180,359 72,096 287,010 △ 3,377 494,391

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

37,435 － 37,435 － 511,222

中間会計期間中の変動額          

特別償却準備金の積立（注）         －

特別償却準備金の取崩（注）         －

圧縮記帳積立金の積立（注）         －

圧縮記帳積立金の取崩（注）         －

圧縮特別勘定積立金の取崩
（注） 

        －

剰余金の配当（注）         △ 9,936

役員賞与（注）         △  346

中間純利益         30,725

自己株式の取得         △  237

自己株式の処分         399

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

△ 2,756 △  149 △ 2,906 265 △ 2,640

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△ 2,756 △  149 △ 2,906 265 17,963

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

34,678 △  149 34,528 265 529,185



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他 
資本剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却
準備金 

圧縮記帳
積立金 

圧縮 
特別勘定
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

70,120 140,140 602 140,742 18,036 116 15,325 32 180,359 112,334 326,206 △ 3,203 533,866

中間会計期間中の変動額                          

特別償却準備金の積立           1       △   1 －   －

特別償却準備金の取崩           △   19       19 －   －

圧縮記帳積立金の取崩             △  800     800 －   －

圧縮特別勘定積立金の積立               146   △  146 －   －

剰余金の配当                   △ 17,898 △ 17,898   △ 17,898

中間純利益                   56,765 56,765   56,765

自己株式の取得                       △  118 △  118

自己株式の処分     238 238               917 1,156

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

                         

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 238 238 － △   18 △  800 146 － 39,539 38,867 799 39,905

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

70,120 140,140 840 140,980 18,036 98 14,525 179 180,359 151,873 365,073 △ 2,403 573,771

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

41,516 93 41,609 663 576,139

中間会計期間中の変動額          

特別償却準備金の積立         －

特別償却準備金の取崩         －

圧縮記帳積立金の取崩         －

圧縮特別勘定積立金の積立         －

剰余金の配当         △ 17,898

中間純利益         56,765

自己株式の取得         △  118

自己株式の処分         1,156

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

5,162 △  190 4,972 114 5,086

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

5,162 △  190 4,972 114 44,991

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

46,679 △   97 46,581 777 621,130



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他 
資本剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却
準備金 

圧縮記帳
積立金 

圧縮 
特別勘定
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

70,120 140,140 461 140,601 18,036 29 14,683 2,585 180,359 50,872 266,567 △ 3,502 473,787

事業年度中の変動額                          

特別償却準備金の積立（注）           128       △  128 －   －

特別償却準備金の積立           17       △   17 －   －

特別償却準備金の取崩（注）           △   19       19 －   －

特別償却準備金の取崩           △   38       38 －   －

圧縮記帳積立金の積立（注）             2,884     △ 2,884 －   －

圧縮記帳積立金の取崩（注）             △ 1,188     1,188 －   －

圧縮記帳積立金の取崩             △ 1,053     1,053 －   －

圧縮特別勘定積立金の積立               32   △   32 －   －

圧縮特別勘定積立金の取崩
（注） 

              △ 2,585   2,585 －   －

剰余金の配当（注）                   △ 9,936 △ 9,936   △ 9,936

剰余金の配当                   △ 12,922 △ 12,922   △ 12,922

役員賞与（注）                   △  346 △  346   △  346

当期純利益                   82,843 82,843   82,843

自己株式の取得                       △  309 △  309

自己株式の処分     141 141               609 750

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

                         

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 141 141 － 87 642 △ 2,552 － 61,462 59,638 299 60,078

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

70,120 140,140 602 140,742 18,036 116 15,325 32 180,359 112,334 326,206 △ 3,203 533,866

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

37,435 － 37,435 － 511,222

事業年度中の変動額          

特別償却準備金の積立（注）         －

特別償却準備金の積立         －

特別償却準備金の取崩（注）         －

特別償却準備金の取崩         －

圧縮記帳積立金の積立（注）         －

圧縮記帳積立金の取崩（注）         －

圧縮記帳積立金の取崩         －

圧縮特別勘定積立金の積立         －

圧縮特別勘定積立金の取崩
（注） 

        －

剰余金の配当（注）         △ 9,936

剰余金の配当         △ 12,922

役員賞与（注）         △  346

当期純利益         82,843

自己株式の取得         △  309

自己株式の処分         750

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

4,081 93 4,174 663 4,838

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

4,081 93 4,174 663 64,917

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

41,516 93 41,609 663 576,139



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

…償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

…   同左 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

…   同左 

  子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

…   同左 

子会社株式及び関連会社株式 

…   同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…   同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…   同左 

時価のないもの 

…   同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

製品及び商品（除く補給部

品）・仕掛品は個別法による

低価法、補給部品は後入先出

法による低価法、部品・原材

料・貯蔵品は総平均法による

低価法である。 

(3）たな卸資産 

製品及び商品（除く補給部

品）・仕掛品・部品は個別法

による低価法、補給部品は後

入先出法による低価法、原材

料・貯蔵品は総平均法による

低価法である。 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法により行っている。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

(1）有形固定資産 

定率法により行っている。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

(1）有形固定資産 

定率法により行っている。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

  建物     ５～50年 

構築物    ５～60年 

機械装置   ５～17年 

工具器具備品 ２～15年 

建物     ５～50年 

構築物    ５～60年 

機械装置   ５～17年 

工具器具備品 ２～15年 

建物     ５～50年 

構築物    ５～60年 

機械装置   ５～17年 

工具器具備品 ２～15年 

    （会計方針の変更） 

当中間会計期間より、法人税

法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律 平成19年

３月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30

日 政令第83号））に伴い、

平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後

の法人税法に基づく方法に変

更している。 

これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が

それぞれ395百万円減少して

いる。 

（追加情報） 

平成19年度の法人税法改正に

伴い、平成19年３月31日以前

に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含め

て計上している。 

これによる営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益に与

える影響は軽微である。 

 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

定額法により行っている。 

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によってい

る。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ている。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）投資評価引当金 

国内及び海外の非上場会社へ

の投資に係わる損失に備える

ため、投資先の資産内容及び

所在地国の為替相場の変動等

を勘案して計上している。 

(2）投資評価引当金 

同左 

(2）投資評価引当金 

同左 

  (3）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の当中間会計期間費用負担分

を計上している。この計上額

は支給見込額に基づき算定し

たものである。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の当期費用負担分を計上して

いる。この計上額は支給見込

額に基づき算定したものであ

る。 

  (4）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

当中間会計期間費用負担分を

計上している。この計上額は

支給見込額に基づき算定した

ものである。 

(4）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

当中間会計期間費用負担分を

計上している。この計上額は

支給見込額に基づき算定した

ものである。 

(4）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

当期費用負担分を計上してい

る。この計上額は支給見込額

に基づき算定したものであ

る。 

  （会計方針の変更） 

当中間会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用している。 

これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が

それぞれ185百万円減少して

いる。 

  （会計方針の変更） 

当期より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を

適用している。 

これにより、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が

それぞれ348百万円減少してい

る。 

  (5）製品保証引当金 

製品販売後のアフターサービ

ス費用の支出に備えるため、

過去の実績に基づき必要額を

計上している。 

(5）製品保証引当金 

同左 

(5）製品保証引当金 

同左 

  (6）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当中間会計期間

末において発生していると認

められる額を計上している。 

なお、過去勤務債務は、その

発生事業年度において費用処

理している。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

ることとしている。 

(6）退職給付引当金 

同左 

(6）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産に基づき当

期末において発生している額

を計上している。 

なお、過去勤務債務は、その

発生事業年度において費用処

理している。 

数理計算上の差異は、各期の

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとして

いる。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (7）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく中間期末

要支給額を計上している。 

(7）役員退職慰労引当金 

───── 

(7）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上している。 

    （追加情報） 

平成19年６月22日開催の定時

株主総会において、役員に対

する退職慰労金制度の廃止及

び同日までの在任期間に対応

する退職慰労金の支給時期を

各役員の退任の時とする事を

決議している。 

なお、役員に対する退職慰労

金制度の廃止までの期間に対

応する役員退職慰労引当金相

当額を流動負債の「その他」

に含めて表示している。 

 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理している。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してい

る。なお、為替予約について

は振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を採用し

ている。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替先物予約 

ヘッジ対象…外貨建債権債務 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

リスク管理方針に基づき、為

替変動リスクをヘッジする。

原則として外貨回収予想額の

一定割合を毎月包括的に予約

している。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始から有効性判定時

点までの期間におけるヘッジ

対象及びヘッジ手段の相場変

動を基礎として判断してい

る。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっている。なお、預り

消費税等と仮払消費税等の中

間期末残高の相殺後の金額

は、流動資産の「その他」に

含めて表示している。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜処

理によっている。 

  (2）中間会計期間に係る法人税、

住民税及び事業税、並びに法

人税等調整額は、当期におい

て予定している圧縮記帳積立

金等の取崩しを前提として、

当中間会計期間に係る金額を

計算している。 

(2）   ───── (2）   ───── 



会計方針の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

529,069百万円である。なお、中間財務諸表

等規則の改正により、当中間期末における中

間貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成してい

る。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当期より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

575,382百万円である。なお、財務諸表等規

則の改正により、当期末における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成している。 

（ストック・オプション等に関する会計基

準） 

 当中間会計期間より「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準」（企業会計基準第８

号 平成17年12月27日）及び「ストック・オ

プション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用している。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益がそれぞれ265百万円減少して

いる。 

───── （ストック・オプション等に関する会計基

準） 

 当期より「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適

用している。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益がそれぞれ663百万円減少してい

る。 



表示方法の変更 

次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） ───── 

 「未払法人税等」は、前中間期まで、流動負債の「その他」に含め

て表示していたが、当中間期末において負債及び純資産の合計額の

100分の１を超えたため区分掲記している。 

 なお、前中間期末の「未払法人税等」の金額は7,754百万円であ

る。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

１ 有形固定資産減価償却累計額

（※１） 

299,864百万円 316,658百万円 303,707百万円 

２ 偶発債務 

(1）債務保証残高 

      

① 関係会社、協力企業及びユ

ーザーの金融機関借入金に

対する債務保証 

33,766百万円 57,747百万円 42,207百万円 

主な被保証会社 コマツアメリカ㈱ 11,000百万円 

コマツアストラ 

ファイナンス㈱ 
8,239百万円 

欧州コマツコー 

ディネーション 

センター㈱ 

6,050百万円 

コマツオーストラ

リアコーポレート

ファイナンス㈱ 

2,060百万円 

コマツ物流㈱ 2,043百万円 

その他８社 4,372百万円 

（計） (33,766百万円)

コマツフィナンシ

ャルヨーロッパ㈱
13,248百万円 

コマツアストラ 

ファイナンス㈱ 
12,969百万円 

欧州コマツコー 

ディネーション 

センター㈱ 

6,595百万円 

コマツキャブテッ

ク㈱ 
3,740百万円 

コマツオースト 

ラリア㈱ 
3,047百万円 

その他18社 18,147百万円 

（計） (57,747百万円)

コマツアメリカ㈱ 11,000百万円 

コマツアストラ 

ファイナンス㈱ 
10,387百万円 

欧州コマツコー 

ディネーション 

センター㈱ 

6,353百万円 

コマツフィナンシ

ャルヨーロッパ㈱ 
4,616百万円 

コマツオースト 

ラリア㈱ 
3,504百万円 

その他９社 6,344百万円 

（計） (42,207百万円)

 



項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

うち外貨建債務保証額 9,956百万円 

(83,742千米ドル)

6,050百万円 

(40,000千ユーロ)

3,511百万円 

(38,991千オーストラリアドル)

259百万円 

(3,292千ニュージーランドドル)

83百万円 

(1,517千ブラジルレアル)

（計） (19,861百万円)

14,166百万円 

(121,676千米ドル)

19,843百万円 

(120,350千ユーロ)

4,861百万円 

(46,900千オーストラリアドル)

49百万円 

(560千ニュージーランドドル)

（計） (38,921百万円)

11,836百万円 

(99,426千米ドル)

10,970百万円 

(69,068千ユーロ)

5,236百万円 

(53,783千オーストラリアドル)

173百万円 

(2,017千ニュージーランドドル)

40百万円 

(696千ブラジルレアル)

（計） (28,257百万円)

② 従業員の金融機関借入金

（住宅資金）に対する債務

保証 

3,855百万円 3,490百万円 3,777百万円 

(2）キープウェル契約による残高       

関係会社の社債及び金融機関

借入金に対するキープウェル

契約 

52,262百万円 71,639百万円 74,354百万円 

対象会社 コマツファイナ

ンスアメリカ㈱ 
38,150百万円 

欧州コマツコー

ディネーション

センター㈱ 

14,111百万円 

（計） (52,262百万円)

コマツファイナ

ンスアメリカ㈱
52,315百万円 

欧州コマツコー

ディネーション

センター㈱ 

19,323百万円 

（計） (71,639百万円)

コマツファイナ

ンスアメリカ㈱ 
54,497百万円 

欧州コマツコー

ディネーション

センター㈱ 

19,856百万円 

（計） (74,354百万円)

うち外貨建債務の対象残高 38,150百万円 

(320,862千米ドル)

14,111百万円 

(93,289千ユーロ)

（計） (52,262百万円)

52,315百万円 

(449,327千米ドル)

19,323百万円 

(117,200千ユーロ)

（計） (71,639百万円)

54,497百万円 

(457,767千米ドル)

19,856百万円 

(125,020千ユーロ)

（計） (74,354百万円)

(3）譲渡済割賦債権の買戻限度額 196百万円 12百万円 55百万円 

       
３ 貸出コミットメント 運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関とコミットメ

ント契約を締結している。こ

の契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は

35,670百万円である。 

運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関とコミットメ

ント契約を締結している。こ

の契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は

34,929百万円である。 

運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関とコミットメ

ント契約を締結している。こ

の契約に基づく当期末の借入

未実行残高は35,715百万円で

ある。 

４ 中間期末日（期末日）満期手形 

（※２） 

中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してい

る。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日残高に含まれてい

る。 

受取手形 242百万円 

支払手形 97百万円 

中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してい

る。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日残高に含まれてい

る。 

受取手形 397百万円 

支払手形 69百万円 

期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理している。 

なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、次の期末

日満期手形が期末残高に含ま

れている。 

受取手形 301百万円 

支払手形 92百万円 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 減価償却実施額       

有形固定資産 7,404百万円 10,862百万円 17,284百万円 

無形固定資産 1,804百万円 1,671百万円 3,574百万円 

２ 抱合せ株式消滅差益 

（※１） 
───── 当社の子会社である小松ゼノア㈱

の油圧機器事業を吸収分割により

統合したことに伴い計上したもの

である。 

───── 

３ 減損損失（※２） 
───── ───── 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失

を計上した。 

     
用途 種類 地域 

減損損失 
（百万円） 

事業
資産

機械 
装置 

中部
地方 

1,072

事業
資産

工具 
器具 
備品他 

中部
地方 

731

事業
資産

機械
装置 

近畿
地方 

717

事業
資産

工具 
器具 
備品他 

近畿
地方 

363

事業
資産

機械 
装置 

関東
地方
他 

1,227

事業
資産

工具 
器具 
備品他 

関東
地方
他 

1,270

      当社の資産グループは、遊休資産

においては個別単位で、事業資産

においては管理会計上の区分ごと

にグルーピングしている。新工場

建設及び既存の工場増産設備投資

等に伴い、固定資産の現状調査を

実施の上、除却予定固定資産を特

定し、当期に5,382百万円の減損損

失を特別損失に計上した。 

なお、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額により測定して

いる。 

４ 販売済製品補償損失 

（※３） 

───── ───── 既に撤退した事業で過去に販売し

た製品に関連する補償費用であ

る。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加104千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少517千株は、ストック・オプションの行使による減少507千株及び単元未

満株式の売渡しによる減少10千株である。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数（千株）

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 998,744 － － 998,744 

合計 998,744 － － 998,744 

自己株式         

普通株式（注）１,２ 5,098 104 517 4,685 

合計 5,098 104 517 4,685 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 9,936 10 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
一株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式 12,922 利益剰余金 13 平成18年９月30日 平成18年12月１日



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,245千株は、ストック・オプションの行使による減少1,244千株及び単

元未満株式の売渡しによる減少１千株である。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数（千株）

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 998,744 － － 998,744 

合計 998,744 － － 998,744 

自己株式         

普通株式（注）１,２ 4,375 34 1,245 3,165 

合計 4,375 34 1,245 3,165 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 17,898 18 平成19年３月31日 平成19年６月25日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
一株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年10月30日 

取締役会 
普通株式 19,911 利益剰余金 20 平成19年９月30日 平成19年11月30日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加135千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少857千株は、ストック・オプションの行使による減少845千株及び単元未

満株式の売渡しによる減少12千株である。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

次へ 

 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当事業年度 
増加株式数（千株）

当事業年度 
減少株式数（千株） 

当事業年度末 
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 998,744 － － 998,744 

合計 998,744 － － 998,744 

自己株式         

普通株式（注）１,２ 5,098 135 857 4,375 

合計 5,098 135 857 4,375 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 9,936 10 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式 12,922 13 平成18年９月30日 平成18年12月１日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
一株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 17,898 利益剰余金 18 平成19年３月31日 平成19年６月25日



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 

(百万円) 

工具器具備品 6,826 2,435 4,391 

その他 4,364 1,014 3,350 

合計 11,191 3,450 7,741 

  

取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 

(百万円)

工具器具備品 7,793 3,452 4,341

その他 6,457 2,023 4,433

合計 14,251 5,476 8,774

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 

(百万円)

工具器具備品 7,171 2,820 4,350

その他 5,779 1,386 4,393

合計 12,951 4,207 8,744

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,886百万円

１年超 6,001百万円

合計 7,888百万円

１年内 2,295百万円

１年超 6,782百万円

合計 9,078百万円

１年内 2,100百万円

１年超 6,826百万円

合計 8,926百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 994百万円

減価償却費相当額 938百万円

支払利息相当額 75百万円

支払リース料 1,256百万円

減価償却費相当額 1,163百万円

支払利息相当額 109百万円

支払リース料 2,163百万円

減価償却費相当額 2,008百万円

支払利息相当額 185百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

いる。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（当中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前事業年度） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（企業結合等関係） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（共通支配下の取引等） 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要 

(1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

小松ゼノア㈱ 油圧機器事業 

内容：当社グループ製品に使用するキーコンポーネントの一部開発・生産 

(2）企業結合の法的形式 

共通支配下の取引（当社を吸収分割承継会社とし、小松ゼノア㈱を吸収分割会社とする吸収分割） 

(3）結合後企業の名称 

㈱小松製作所 

(4）取引の目的を含む取引の概要 

 平成19年４月１日に、当社は、当社の100％子会社である小松ゼノア㈱の油圧機器事業を、吸収分割によ

り当社のエンジン・油機事業本部と統合した。小松ゼノア㈱の油圧機器事業は、当社グループ製品に使用

するキーコンポーネントの一部開発・生産を担当していたが、当社グループとしての経営資源の集中と効

率化を図り競争力を強化することを目的として、当社が小松ゼノア㈱の油圧機器事業を吸収分割により承

継した。 

２．実施した会計処理の概要 

 当該吸収分割は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）および「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号最終改正平成18年12月22

日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っている。また中間損益計算書において、特別利益と

して「抱合せ株式消滅差益」2,657百万円を計上している。 

  前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 10,858 87,342 76,484 

  当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 13,287 14,493 1,205 

  前事業年度末（平成19年３月31日） 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 13,287 20,294 7,006 



（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 532.08円

１株当たり中間純利益 30.91円

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益 
30.81円

１株当たり純資産額 623.11円

１株当たり中間純利益 57.04円

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益 
56.88円

１株当たり純資産額 578.74円

１株当たり当期純利益 83.34円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
83.07円

  
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 529,185 621,130 576,139 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
265 777 663 

（うち新株予約権） (265) (777) (663) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
528,920 620,353 575,475 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期

末（期末）の普通株式の数（千株） 
994,058 995,578 994,368 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 30,725 56,765 82,843 

普通株主に帰属しない金額 － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
30,725 56,765 82,843 

期中平均株式数（千株） 993,896 995,180 994,081 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） △4 △5 △3 

（うち事務手数料（税額相当額控除後）） (△4) (△5) (△3) 

普通株式増加数（千株） 3,284 2,797 3,110 

（うち新株予約権） (3,284) (2,797) (3,110) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

───── 新株予約権方式によるスト

ック・オプション 

（新株予約権の数 562個) 

新株予約権方式によるスト

ック・オプション 

（新株予約権の数 828個) 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

(1）重要な子会社の株式の譲渡 

 当社は、平成18年９月12日開催の当社の取締役会決議に基づき、コマツ電子金属株式会社（コマツ電子金

属）の株式を、公開買付けへの応募により、同年10月18日に株式会社ＳＵＭＣＯ（ＳＵＭＣＯ）に下記のとお

り譲渡した。 

［譲渡の理由］ 

 当社は、建設・鉱山機械や産業機械など広義の「産業機械分野」を中核事業と位置づけ、コマツ電子金属

のシリコンウェーハ事業を含むエレクトロニクス事業については、自立した経営体質を確保し、さらに業界

での有力なパートナーとの提携を軸に事業の発展を目指してきた。 

 コマツ電子金属は平成７年に台湾プラスチックグループと合弁会社（台湾小松電子材料股份有限公司）を

設立し、台湾における200mmシリコンウェーハのトップサプライヤーの地位を確立しており、日本・台湾の２

極生産体制で事業強化と収益向上に努めてきた。 

 コマツ電子金属にとって、ＳＵＭＣＯグループの一員になることにより、台湾における300mmウェーハの設

備投資の加速や技術面でのシナジーなど、より一層の事業発展が期待できると判断した。 

 一方、当社は、コマツ電子金属株式の譲渡により、経営資源を中核事業である「産業機械分野」により一

層集中することが可能となり、当社の中核事業の更なる事業基盤の強化と、積極的な事業展開を図ることと

なる。 

［コマツ電子金属の概要］ 

社名     ：コマツ電子金属株式会社（Komatsu Electronic Metals Co., Ltd.） 

設立年月   ：昭和35年４月 

本店所在地  ：長崎県大村市雄ヶ原町1324番地２ 

代表者    ：代表取締役社長 阿部 隆司 

事業内容   ：シリコンウェーハの製造・販売 

決算期    ：３月31日 

大株主    ：コマツ（61.93％）（平成18年３月31日現在） 

生産拠点   ：長崎、宮崎、台湾（台湾小松電子材料股份有限公司） 

従業員数   ：2,758人（平成18年３月31日現在）（連結ベース） 

売上高    ：866億円（平成18年３月期）（連結ベース） 

［ＳＵＭＣＯの概要］ 

社名     ：株式会社ＳＵＭＣＯ（SUMCO Corporation） 

設立年月   ：平成11年７月 

本店所在地  ：東京都港区芝浦一丁目２番１号 

代表者    ：取締役社長 重松 健二郎 

事業内容   ：シリコンウェーハの製造・販売 

決算期    ：１月31日 

大株主    ：住友金属工業株式会社（29.95％）、三菱マテリアル株式会社（29.95％） 

生産拠点   ：佐賀、伊万里、米沢他 

従業員数   ：5,554人（平成18年１月31日現在）（連結ベース） 

売上高    ：2,205億円（平成18年１月期）（連結ベース） 

［譲渡株式数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式数の状況］ 

譲渡前の所有株式数       18,702,900株（発行済株式総数の61.93％） 

譲渡株式数           15,402,000株（譲渡価額  36,964百万円） 

譲渡後の所有株式数        3,300,900株（発行済株式総数の10.93％） 



(2）株式譲り受けの契約締結 

 平成18年10月31日に、当社は、東洋紡績株式会社（東洋紡）との間で、同社が保有する株式会社日平トヤマ

（日平トヤマ）の発行済み株式総数の20.40％（10,315,000株）を譲り受けることで、株式譲渡契約を締結し

た。 

 今後、関係各国における競争法上の届出・承認等の手続きを経て、平成18年12月末までを目途に、当社は株

式の取得を完了する予定である。 

［株式取得の目的］ 

 当社は、自動車部品などの成形に使用されるプレス機械や板金機械、クランクシャフトミラーなどの工作

機械を中心とした産業機械事業を、建設・鉱山機械事業とともに広義の「産業機械分野」として当社グルー

プの中核事業に位置付けている。 

 日平トヤマは、自動車エンジン加工用トランスファーマシンや各種研削盤、半導体・太陽電池業界向けワ

イヤソー、レーザ加工機等の分野でトップメーカーとして市場から高く評価されている。同社と当社の産業

機械事業グループは、ともに自動車関連業界や半導体関連業界を主要顧客とし、商品構成上の補完性が高

く、また北陸地域にそれぞれ生産基盤を持っている。今回、当社が筆頭株主として資本参加することによ

り、モノ作りをはじめ研究・開発や販売・サービス分野において、シナジー効果を発揮できるものと考えて

いる。 

［日平トヤマの概要］ 

社名     ：株式会社日平トヤマ（Nippei Toyama Corporation） 

設立年月  ：昭和20年７月 

所在地   ：東京都品川区南大井６丁目26番２号 

代表者   ：代表取締役社長 堀井 弘之 

資本金   ：60億円 

上場     ：東証第二部 

売上高   ：736億円（平成18年３月期）（連結ベース） 

事業内容  ：工作機械、産業機械の製造及び販売、不動産の販売等 

生産拠点  ：富山、神奈川 

従業員数  ：1,526人（平成18年３月31日現在）（連結ベース） 

［東洋紡の概要］ 

社名     ：東洋紡績株式会社（Toyobo Co., Ltd.） 

設立年月  ：大正３年６月 

所在地   ：大阪府大阪市北区堂島浜二丁目２番８号 

代表者   ：代表取締役社長 坂元 龍三 

資本金   ：433億円 

上場     ：東証第一部、大証第一部 

売上高   ：4,019億円（平成18年３月期）（連結ベース） 

事業内容  ：化成品、機能材、バイオ・メディカル、繊維の製造及び販売 

生産拠点  ：敦賀、岩国、庄川、犬山、他 

従業員数  ：11,705人（平成18年３月31日現在）（連結ベース） 

［取得株式数、所有割合の状況、及び取得価額］ 

取得前の所有株式数 ： 0株（所有割合     0％） 

取得株式数 ：10,315,000株（所有割合 20.40％） 

取得価額  ： 9,180百万円 



 平成18年12月13日に、当社は、日平トヤマの株式について、丸紅株式会社（丸紅）から8.38％（4,237,000

株）、株式会社ファブリカトヤマ（ファブリカトヤマ）から0.56％（283,000株）をそれぞれ譲り受けること

で、株式譲渡契約を締結した。 

 今後、関係各国における競争法上の届出・承認等の手続きを経て、平成18年12月末までを目途に、当社は株式

の取得を完了する予定である。 

［株式取得の目的］ 

  上記に記載のとおり 

［日平トヤマの概要］ 

上記に記載のとおり 

［丸紅の概要］ 

社名     ：丸紅株式会社（Marubeni Corporation） 

設立年月  ：昭和24年12月 

所在地   ：東京都千代田区大手町一丁目４番２号 

代表者   ：代表取締役社長 勝俣 宣夫 

資本金   ：2,627億円 

上場    ：東証第一部、大証第一部、名証第一部 

売上高   ：86,865億円（平成18年３月期）（連結ベース） 

従業員数  ：27,377人（平成18年３月31日現在）（連結ベース） 

［ファブリカトヤマの概要］ 

社名    ：株式会社ファブリカトヤマ（Fabrica Toyama Corporation） 

設立年月  ：昭和26年５月 

所在地   ：大阪府大阪市中央区安土町一丁目７番13号 

代表者   ：代表取締役社長 吉岡 善嗣 

資本金   ：６億円 

上場    ：大証第二部 

売上高   ：54億円（平成18年３月期）（連結ベース） 

事業内容  ：産業機械、繊維の製造及び販売 

生産拠点  ：富山 

従業員数  ：207人（平成18年３月31日現在）（連結ベース） 

［取得株式数、所有割合の状況、及び取得価額］ 

取得前の所有株式数 ： 0株（所有割合    0％）（注） 

取得株式数  ： 4,520,000株（所有割合 8.94％） 

取得価額   ： 4,023百万円 

（注）前述のとおり、東洋紡から、10,315,000株（所有割合 20.40％）を譲り受ける契約を締結してい

る。 

 上記に記載のとおり、東洋紡、丸紅、及びファブリカトヤマからの株式譲り受け後の取得株式数合計は、

14,835,000株（所有割合 29.33％）となる。 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 経営統合に関する基本合意書の締結 

 平成19年12月11日に、当社は、株式会社ＢＩＧＲＥＮＴＡＬ（以下「ＢＩＧＲＥＮＴＡＬ」）の代表取締役であり

ＢＩＧＲＥＮＴＡＬ株式の42.1％を保有する四家千佳史氏との間で、当社の100％子会社であるコマツレンタル株式

会社（以下「コマツレンタル」）とＢＩＧＲＥＮＴＡＬとの経営統合を目指した基本合意書を締結した。 

 今後当社は四家千佳史氏を除くＢＩＧＲＥＮＴＡＬ株主から57.9％の株式を取得してＢＩＧＲＥＮＴＡＬを子会社

化し、平成20年４月１日に予定しているコマツレンタル株式とＢＩＧＲＥＮＴＡＬ株式の株式交換、平成21年４月以

降に予定しているコマツレンタルとＢＩＧＲＥＮＴＡＬの合併を経て、経営統合を実現していく。経営統合後、当社

と四家千佳史氏は、それぞれ統合会社の79％及び21％の株式を保有する。 

［経営統合の目的］ 

 当社は、国内土木建設現場で使用される建設機械のレンタル比率の高まりを受け、レンタル事業を新車販売・

レンタル・中古車販売を包含するグループ全体での「循環」ビジネスの中核と位置づけており、コマツレンタル

を中心にレンタル事業の強化を進めているが、この経営統合により、ＢＩＧＲＥＮＴＡＬから、レンタル経営ノ

ウハウを導入することにより、レンタル事業を更に強化し、グローバルな「循環」ビジネスの構築を目指す。ま

た、コマツレンタルとＢＩＧＲＥＮＴＡＬのレンタル事業は活動地域上の相互補完性が高く、双方の人材、資

産、拠点等を活用することにより、相互にシナジー効果を発揮できるものと考えている。 

［株式会社ＢＩＧＲＥＮＴＡＬの概要］ 

社名    ：株式会社ＢＩＧＲＥＮＴＡＬ（BIGRENTAL Co., Ltd.） 

設立    ：平成９年11月19日 

所在地   ：福島県郡山市備前舘一丁目137番地 

代表者   ：代表取締役社長 四家 千佳史 

資本金   ：10億円 

株主    ：四家 千佳史 42.1％ その他リース会社等 57.9％ 

売上高   ：169億円（平成19年３月期） 

事業内容  ：建設機械及び機材の賃貸等 

営業拠点  ：６県（福島、新潟、宮城他）70店舗 

従業員数  ：629人 

［コマツレンタル株式会社の概要］ 

社名    ：コマツレンタル株式会社（Komatsu Rental Japan Ltd.） 

設立    ：平成18年10月１日 

所在地   ：神奈川県横浜市神奈川区神奈川二丁目16番15号 

代表者   ：代表取締役社長 須藤 則行 

資本金   ：10億円 

株主    ：当社 100％ 

売上高   ：295億円（平成19年３月期） 

事業内容  ：建設機械及び機材の賃貸等 

営業拠点  ：18県126店舗 

従業員数  ：950人 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 平成19年４月１日に、当社は、当社の100％子会社である小松ゼノア㈱の油圧機器事業を、吸収分割により当社の

エンジン・油機事業本部と統合した。 

 小松ゼノア㈱の油圧機器事業は、当社グループ製品に使用するキーコンポーネントの一部開発・生産を担当してい

たが、当社グループとしての経営資源の集中と効率化を図り競争力を強化するために吸収統合したものである。 



(2）【その他】 

平成19年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(イ）中間配当による配当金の総額………………………19,911百万円 

(ロ）１株当たりの金額……………………………………20円0銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成19年11月30日 

 （注）  当社定款第38条の規定に基づき、平成19年９月30日現在の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主又は質権者に対し中間配当金を支払う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 平成19年６月25日関東財務局長に提出。

事業年度（第138期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 平成19年７月18日関東財務局長に提出。

平成19年６月25日に提出した有価証券報告書の訂正報告書である。 

(3）臨時報告書 平成19年４月２日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書である。 

(4）臨時報告書の訂正報告書 平成19年４月５日関東財務局長に提出。

平成19年４月２日に提出した臨時報告書の訂正報告書である。 

(5）臨時報告書 平成19年７月10日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）に基づく臨時報告書であ

る。 

(6）臨時報告書の訂正報告書   

平成19年７月10日に提出した臨時報告書の訂正報告書である。 平成19年９月３日関東財務局長に提出。

平成19年７月10日に提出した臨時報告書の訂正報告書である。 平成19年９月５日関東財務局長に提出。

(7）有価証券届出書（ストックオプションとしての新株予約権の募集）及びその添付書類 

  平成19年７月10日関東財務局長に提出。

(8）有価証券届出書の訂正届出書   

平成19年７月10日に提出した有価証券届出書の訂正届出書である。 平成19年７月18日関東財務局長に提出。

平成19年７月10日に提出した有価証券届出書の訂正届出書である。 平成19年９月３日関東財務局長に提出。

(9）発行登録追補書類及びその添付書類 平成19年７月20日関東財務局長に提出。

(10）訂正発行登録書 平成19年４月２日関東財務局長に提出。

  平成19年４月５日関東財務局長に提出。

  平成19年６月25日関東財務局長に提出。

  平成19年７月10日関東財務局長に提出。

  平成19年７月18日関東財務局長に提出。

  平成19年９月４日関東財務局長に提出。

  平成19年９月５日関東財務局長に提出。

  平成19年12月20日関東財務局長に提出。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月15日

株式会社小松製作所    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 鈴木 輝夫   印

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 美晃   印

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 岡野 隆樹   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本

及び剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務

諸表に関する注記１参照）に準拠して、株式会社小松製作所及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成18年10月18日に、連結子会社であるコマツ電子金属株式

会社の発行済株式総数の51％を株式会社SUMCOに譲渡した。 

２．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成18年10月31日に、東洋紡績株式会社との間で、同社が所

有する株式会社日平トヤマの株式20.40％を譲受けることに関して株式譲渡契約を締結した。 

３．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成18年12月13日に、丸紅株式会社及び株式会社ファブリカ

トヤマとの間で、両社が所有する株式会社日平トヤマの株式それぞれ8.38％及び0.56％を譲受けることに関して株式

譲渡契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成19年12月20日

株式会社小松製作所    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 鈴木 輝夫   印

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 美晃   印

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 岡野 隆樹   印

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社小松製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結資本及び剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務

諸表に関する注記１参照）に準拠して、株式会社小松製作所及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月15日

株式会社小松製作所    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 鈴木 輝夫   印

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 美晃   印

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 岡野 隆樹   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第138期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社小松製作所の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成18年10月18日に、子会社であるコマツ電子金属株式会社

の発行済株式総数の51％を株式会社SUMCOに譲渡した。 

２．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成18年10月31日に、東洋紡績株式会社との間で、同社が所

有する株式会社日平トヤマの株式20.40％を譲受けることに関して株式譲渡契約を締結した。 

３．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成18年12月13日に、丸紅株式会社及び株式会社ファブリカ

トヤマとの間で、両社が所有する株式会社日平トヤマの株式それぞれ8.38％及び0.56％を譲受けることに関して株式

譲渡契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成19年12月20日

株式会社小松製作所    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 鈴木 輝夫   印

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 美晃   印

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 岡野 隆樹   印

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社小松製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第139期事業年度の中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社小松製作所の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管している。 
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